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Re’sume’

　　The　purpose　of　this　article　is　to　propose　introducing　a　marketing　concept　to　Japanese

public　libraries　for　adapting　to　the　outside　environment．　ln　the　first　part，　marketing　concept　in

public　libraries　is　defined　as　a　key　concept　to　build　a　long－term　relation　with　various　stakehold－

ers　including　customers　and　improve　the　effect　on　the　whole　society．　Secondly，　“public

responsibility　of　libraries”　is　summarised　as　the　basis　of　marketing　in　public　libraries．　One　is　to

correct　market　failure　from　the　viewpoint　of　economics，　and　the　other　is　to　contribute　to　the

formation　of　public　knowledge　from　the　viewpoint　of　sociology．　ln　the　third　part，　the　author

advocates　nich　strategy　as　the　optimal　solution　to　such　social　expectation．　Furthermore，　the

framework　of　competitive　analysis　aiming　to　understand　the　outside　environment　is　suggested．
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B．公共図書館のポジショニング戦略

C．競争分析の枠組み

1．マーケティング概念導入の必要性

　本稿は，図書流通業界および公共図書館業界の

構造を競争分析の視座から捉える必要性，あるい

は市場原理とは異なる「公共性」に基づいた図書

館経営のあり方を提示することを目的とする。前

者の観点からは研究面におけるマーケティングリ

サーチ導入を，後者の観点からは経営面における

ステークホルダー志向のマーケティング概念導入

を狙いとするものである。

　1章では，実際の経営現場の視点から公共図書

館を取り巻く外部環境および関連問題について整

理し，マーケティング概念導入の意義を説く。ま

ず，現今の公共図書館サービスは外部環境の適応

に失敗していることから始あねばならない。具体

的には，新刊本の大量予約受付・貸出に対して，

図書流通市場側からは単なる「無料貸本屋」では

ないかとの疑義が呈されている。このような失敗

を是正するためにこそ，外部環境適応を目的とす

る経営概念を公共図書館経営に導入する必要性が

ある。その機能を本論ではマーケティングと捉え

る。さらに，概念レベルでの図書館マーケティン

グの要件として，「公共性」に基づいていること，

対顧客でなく対社会効果を第一義に据えるべきこ

と，より具体的にはステークホルダーとの長期的

な関係性を築くこと，と定式化する。なぜなら，

顧客のみとの短期的な関係性を重視する方向性で

は，図書流通市場側のもつ疑念は解消されえない

からである。

　次いでII章では，外部環境適応の成功ひいては

図書館マーケティング概念の根幹を成す「図書館

の公共性」概念を概括し，「公共性」に立脚した

サービス体制が社会的に要請されていることを論

じる。公共図書館が社会から期待される役割は，

経営学の観点からは市場の失敗を是正すること，

社会学の観点からは市民の公論形成に寄与してい

くことが挙げられることを指摘する。裏返せば，

市場では消化しえない需要を満たすという意味で

の「公共性」原理が歪曲化しているがゆえに，外

部環境の適応に失敗しているのである。

　III章では，このような社会的期待に対して公

共図書館側が提示すべき最適解について，経営学

の知見を援用し論じる。つまり，公共図書館サー

ビスを取り巻く様々なステークホルダーを重視し

たポジショニングを取るべきとの考えを提起す

る。本稿では，市場の失敗部分を埋めていくニッ

チャー戦略を提示したい。さらに，この戦略を実

践レベルの議論へと移し変えるための方途を展望

する。ここではマーケティングリサーチの観点か

ら競争分析の枠組みについて整理する。これは，

現に市場との競争が生じている部分を同定するこ

とにより，外部環境の適応に成功する道が拓きう

るとの考えに立つ。ただし，本稿が目指す最終地

点は経営学的最適解そのものを出すことではな

い。あくまで，その最適解導出へ向けての「枠組

み」を示すことが目標となる。従って，概念レベ

ルでなく手法レベルのマーケティング，あるいは

競争分析の調査結果にまでは触れえない。

　なお本論文では，断りを入れない限り，現代の

日本の公共図書館を想定し議論を進めている。と

はいえ，II章で論じた公共図書館の社会的存在根

拠の箇所などは，日本のみならず公共図書館一般

にも応用可能かと思われる。また，図書に関連し

たサービスのみを主たる議論の対象とする。

A．公共図書館を取り巻く外部環境と関連問題

　本論で提起するマーケティング概念について論

じる前段階として，まずは当該念が必要とされる

コンテクストの素描を行う必要がある。換言すれ

ば，概念を導入すべき領域の列挙に等しい。ここ

では，経営面，研究室双方の視座から，現今の公

共図書館サービスを取り巻く外部環：境あるいは関

連問題について整理することとする。

1．効率性重視の行政改革：経営面

近年，財政危機等の諸要因を受けて，行政分野
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における経営改革が声高に叫ばれるようになり，

かっ焦眉の問題として多数の論者に取り上げられ

るようになってきている。さらには，バランス

シートの導入など，民間部門において培われてき

た経営手法を公的部門へ取り込まんとする動きも

確認される。しかし内実はというと，効率性の改

善や財政赤字の削減のみが行政改革の主目的とし

て取り組まれる傾向が強い。税金を支払う市民は

いわば顧客であり，顧客あるいは市民の総体とし

ての社会側からみたサービスの質を高め，満足度

を向上させ，効果をあげていくことが求められる

べきであるにもかかわらず，昨今の行政評価は効

率性重視の姿勢に傾いていることは否あない1）。

　このことは，納税義務を負う国民に対するサー

ビス産業として行政サービスが捉えられてこな

かったことを示唆する。つまり，行政サービスの

効果とは何か，効果的な行政経営とは何か，とい

う観点が軽視されてきたことを指す。効率性とい

う点だけではなく，効果のベクトルも視野に入れ

た経営改革，あるいは民間部門の経営ノウハウの

導入を模索する必要がある2）。このような背景か

ら，行政の一組織である公共図書館においても，

効果を意識したマネジメント体制が要請されるの

である。

2．売上減と貸出増というアンバランスな構図：

　　経営面

　現在，図書流通業界は慢性的な出版不況に苛ま

されている。一方の図書館業界は，財政難等で図

書費の削減化を余儀なくされているものの，飛躍

的な館書面，貸出増を達成してきた。この，書籍

流通業界の低迷と公共図書館の発展というアンバ

ランスな構図のもと，市場からは図書館の効果に

対する心理的な疑念が生じっっある。いわゆる貸

出至上主義やベストセラーの大量複本購入という

現今の図書館サービスに対し，著述業者あるいは

出版者らから，単なる「無料貸本屋」ではないか

との疑義が呈されている3）・4）・　5）。この懐疑の声は

おさまる気配を見せていない。例えば，日本ペン

クラブは“著作者の権利への理解を求める声明”

とし，同一本の大量購入は著作者の権利を侵害し

ているとの声明文をも発表した6）。よりいえば，

疑念の枠内にとどまらず，公貸権の導入や新刊本

の貸出期間制限措置等といった具体案まで提起さ

れる程に，現今のサービス体制に対する疑念は高

まりを見せている7）・8）。

　これら批判の声に対して，タイムラグはあるも

のの，図書館側からも反論，意見等は提出されて

きた9）・　10）・　11）・　12）。その骨子を大雑把にまとめると，

「市民の要求（ベストセラー）に応えることは大衆

迎合を意味せず，むしろ本来的な使命である」，

「複本購入額は微々たるものであり，むしろ問題

は資料費の少なさにある」，との議論が展開され

ている。しかし，これらの反論は出版流通サイド

からの指摘とは噛み合っていないと思われる。お

そらく議論のズレは，「貸出の市場化」か，「貸出

の至上化」か，という論旨の違いに存する。ここ

での「貸出の市場化」とは，公共図書館の貸出

サービスが市場で消化しうる需要を奪っている可

能性があるという現象を指す。より具体的には，

ベストセラーに対する需要は市場経済原理でまか

ないうるのだから，「公共性」を謳う公共図書館の

領分ではないとの論旨を意味する。

　出版流通業界はこの「貸出の市場化」をこそ問

題としているのだろう。だからこそ，著述業者等

は自身らの経済的権利を保持するため，公貸権の

導入を唱える。市場価値イコール市民の顕在要求

を軸とした貸出サービスに対する批判に他ならな

い。だが一方の図書館業界は，「貸出の至上化」が

非難されていると捉えているかのようだ。だから

こそ，貸出サービスという機能が否定されるのは

論外であるだとか，資料費に占める複本購入額は

僅かでしかないとの論陣が張られるのだろう。し

かし，外部から問題とされているのは「貸出の市

場化」であり，貸出サービスのアウトプット面で

ある。さらにいえば，図書館の存在意義自体への

懐疑であり，「公共性」への疑義と認識する必要が

ある。このような意味で，「図書館の公共性」を再

考しなければ，外部環境には適応しえない恐れが

ある。
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3．「顧客志向」の図書館マーケティング論：研究

　　面

　財政難や補助金の廃止問題あるいは消費者の

多様化や電子図書館化など，昨今の公共図書館を

取り巻く環境は急速なる変貌を示しはじめた。こ

のような外部環境の変化に伴い，“組織体がマー

ケティングを意識するようになるのは，まさにそ

の市場に変化がおきる時”ということを示唆する

かのように13），図書館においてもマーケティング

を導入すべきとの議論が徐々に増えっっある。英

米においては，マーケティング関連の文献を集成

した大部の論文集が刊行され14），またレビュー誌

である、Libra7：y　Trendsにおいてマーケティング

論の特集が組まれるなど，理論面での蓄積作業が

進んでいる15）。あるいは，現場の図書館員向けに

マーケティングの実際を紹介したテキストも出さ

れている16）。これは，理論面にとどまらず，実務

面でもマーケティングが実践されているというこ

とを窺わせるものだろう。なお，このようなマー

ケティングへの関心の高まりは英米にとどまるも

のではない。例えば，国際会議である国立図書館

長会議の場でも，マーケティングに関連した報告

やワークショップの開催が目立って行われていた

という17）。

　他方，日本の現状はといえば，民間部門におけ

るマーケティングの紹介といった未だ理念レベル

での議論でしかないように思われる。かっ，大学

図書館か専門図書館の文脈でなされる議論がその

大半を占めている18）。とはいえ，業界誌である

『情報の科学と技術」でマーケティングの特集が

なされるなど，心界全体における関心自体が高ま

りを見せていることは疑いえない19）。裏返せば，

外部環境に適応するにはどうしたらいいのかとい

う危機意識が，マーケティング論へと向かわせて

いるのだろう。

　しかし，実践段階にある英米にせよ，図書館

マーケティング論の定義が確立しているとはいい

難い。あるとすれば，「顧客志向」という標語であ

る。このキーワードは，サービスを享受する側を

軸にしてサービスは立案されねばならないとする

考えを指す。だからこそ，単に利用する人を意味

する「利用者（user）」という呼び名ではなく，図

書館側が積極的にサービスを提供していく対象者

を意味する「顧客（customer）」という呼称が好ん

で用いられるのである。けれども，こと公共図書

館に限ってみれば，果たして「顧客」は「利用者」

の発展形を指すのみでよいのだろうか。「未利用

者」はどうなるのか。そして，市場で使われる「顧

客志向」と公共部門が担うべき「公共性」との兼

合いをどう捉えればよいのか，という疑問は，こ

れまで触れられることはなく，また解消されても

いない。つまり，公共図書館におけるマーケティ

ング論を定義づけするには，「顧客志向」という

キーワードだけでは不十分過ぎるのである。

4．内部環：境調整を目的とした図書館調査：研究

　　面

　『ALA図書館情報学辞典」によると，図書館調

査とは，“図書館の管理，活動，サービス，プログ

ラム，利用および利用者に関するデータの系統的

な収集”を意味し，“図書館がどの程度その設置目

的に合致した運営をしているかを確かめる”こと

を目的として，“図書館の内部”か“外部の専門家

またはそのチーム”により実施される20）。この定

義からすれば，図書館内部のサービス状況等の確

認だけにとどまらず，外部環境との関係性の把握

や，あるいは外部からの監査も図書館調査に含ま

れるはずである。

　だが，図書館内部で行われる自己調査にせよ，

研究者等による調査にせよ，サービス・業務ある

いは対利用者という内部環境の調整のみを目的と

した図書館調査が主であったように思われる。外

部環境の変化を意識した調査なくして，それへの

適応が困難であることに異論を差し挟む余地はな

いだろう。でなければ，消費者の多様化に対応し

えないだろうし，ひいては「図書館の効果」も曖

昧なものとなりかねない。誰にとっての効果なの

かを問うことなしに，何をもって効果なのかとい

う議題は成立しえない。

B．外部環境適応の失敗：経営面および研究面

　先にあげた4っの背景と平行させ，公共図書館
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が外部環境の適応に失敗していることを敷画して

述べる。換言すれば，外部環境適応の失敗がある

からこそ，マーケティング概念の導入が不可避な

のである。なお，本節の項記号（1，2，3，4）はそれ

ぞれ前節の項記号とほぼ連動している。

1．対社会効果の見直し

　効率性重視の行政サービス体制は，公共図書館

においても当てはまる事柄だろう。財政難という

背景的な事情はあるが，資料費の緊縮化，人員削

減やアウトソーシングなどは，効果よりもまずは

財務会計面での効率性を改善しなければならない

という姿勢の表れである。あるいは「量」ではな

く「質」のあるサービスをとの声はあがっている

ものの，依然として「質」を重視したという意味

での効果追及の方向性というよりはむしろ，「量」

を重視したという意味でのサービス効率性の追求

へと傾いている嫌いは否あない。また「量」追求

という意味での貸出至上主義は批判の対象となっ

てきたものの，貸出冊数等の数量的指標は図書館

の成果を示す指標として前面に押し出されたまま

であり，むしろ加速化しかねない感がある21）・22）。

このことは，投入指標（受入冊数等）と産出指標

（貸出冊数等）という誰に対する効果なのか明確

でない尺度，あるいはそのプロセスとしての経営

効率性を，行政側が図書館の成果を判断する上で

の主たる規準としてきたことと絡む。だからこそ

図書館側も，貸出冊数に図書単価を掛けた値から

図書費を差し引いた額を，図書館の「行政効果」

と見なしてきたかと思われる23）。

　このような効率性重視の遠因の一つに，図書館

の効果に対する定義付けが確定していない，ある

いは確定しにくいことが挙げられる24）。よりいえ

ば，図書館・情報学において，誰にとっての効果

を重視すべきかについてのコンセンサスがえられ

ていないのである。このことを受ける形で，現場

サイドでは利用者あるいは設置母体に対する効果

が重視されてきたともとれる。貸出冊数や先の

「行政効果」の指標が重視されてきたのはその証

左となろう。そのため，対社会効果あるいは出版

業界に対する効果が看過されてきた嫌いがある。

だが，公共図書館が社会的制度であるとするなら

ば，社会全体に対する貢献あるいは外部環境への

影響を無視することはできないはずである。「無

料貸本屋論」が生じてきたのは，対社会効果への

配慮が等閑に付されてきたがゆえである。つま

り，効率性重視の経営体制，対社会効果の見直し

が外部環境適応の上で必要とされているといえ

る。

2．「公共性」に対する疑念

　「貸出の市場化」に対する疑念が外部から湧出

していることは先に見た。このことは，経済学的

観点からすれば，効率的な社会的資源配分という

意味での「図書館の公共性」が問われていること

と同義である。つまり，ベストセラーの大量複本

購入，大量予約受付という現今のサービス姿勢は

社会的に非効率なのである。この点についてはII

章で触れるが，ともかく，民間部門が処理しうる

需要に対して公的部門が供給する根拠は極めて無

いに等しい。昨今における公的部門を民営化へと

の論調の高まりをもってしても，「貸出の市場化」

が問題視されるのも至極当然の成り行きでしかな

い。また，広義の書誌コントロールの視座からも，

収集面をも含あた「貸出の市場化」は好ましいも

のではない。保存機能を根底とした市場で流通し

にくい，または入手しにくい資料の収集・提供・

紹介機能の弱体化につながりかねないからであ

る。あるいは，これも次章で整理するが，社会学

の観点からしても，公論形成の空間あるいは媒介

機能としての存在が「貸出の市場化」によって弱

あられてしまう可能性がある。「公共性」に基づく

蔵書方針でなくして，社会的な知の遺産または通

時的価値を有す資料はコレクション化されにく

い。裏返すと，「無料貸本屋論」の底を流れる論旨

は，「図書館の公共性」に対する疑念と同旨かと思

われる。これはまた，対社会効果の視点が欠落し

ていたこととつらなる。図書館がもつべきと期待

される社会に対する効果とは，市場では行いえな

い「公共性」に基づく効果を意味しよう。すなわ

ち，対社会効果および「公共性」の軽視が，「無料

貸本屋論」の台頭，外部環境適応の失敗を生んで
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いるのである。

3．ステークホルダーの看過

　積極的な対社会効果の視点の欠落，そして「公

共性」の弱体化が，外部環境適応の失敗をもたら

していることを上に述べた。このような現状の

下，既存の図書館マーケティング論を導入するこ

とは危うさを孕む。そこで以下に，既存の図書館

マーケティング論の問題点を簡単ではあるが整理

していく。

　問題点はおそらく二点に集約される。一つはプ

ロモーションへの偏重，二つは先述した「顧客志

向」という概念を指す。

a．プロモーションへの偏重

　図書館におけるマーケティングの理論面および

実践面において顕著なのは，プロモーション活動

の強調である。マーケティング概念でなく手法の

詳細な定義付けは別に譲るが，これらの活動は，

図書館サービスの価値を外部環：境に伝達する機能

面を指す。つまり，プロセスとしてのマーケティ

ング活動の一断面に過ぎない。よりいえば，誰に

対するどのような価値が誰によって期待されてい

るのかを把握し，それに合致する価値を形成し，

表示し，伝達し，実現し，評価していく上での一・

要素と捉えなければならない。だからこそ，プロ

モーション偏重ではなく，まずもってマーケティ

ング先にありきと理解する必要がある25）。

　にもかかわらず，既存の図書館マーケティング

論には，プロモーション活動を過度に嗜好する嫌

いがある。マーケティングという語をタイトル中

に含めた既存の文献においても，プロモーショ

ン，パブリシティ，イベントの開催あるいは資

金調達活動といった内容に大半の記述が割かれて

いるものが多い26）・　27）・　28）・29）。加えると，1991－92

年時に，英国の公共図書館におけるマーケティン

グ活動の実態を調査した報告によれば，その活動

の大半はプロモーションの範疇に含まれるもので

あったという30）。さらにいえば，被調査者側であ

る図書館管理者らは，“マーケティングをプロ

モーションと同義に扱っていた”とされており，

認識面自体のプロモーション偏重が裏付けられ

る31）。

　これは，利用者の認知度を高めなければならな

い，行政側の理解を勝ち取らねばならない，など

といった背景が絡もう。あるいは，以前からパブ

リシティ活動は行ってきたという歴史的要因か

ら，マーケティングに対する誤認が生じていると

見なせなくも無い。だがここで扱うべき問題は，

「誰に対するどのような価値」を伝達していくか

という点である。換言すれば，誰にとっての価値

あるいは誰に対する効果かという問題がおざなり

にされたまま，プロモーションへと偏重すること

は危険性を伴うことを意味する。あるいは，プロ

モーションでなくPR（Public　Relations）に関し

ては，公衆と組織を結ぶ目的をもっという点で

マーケティングとの親和性があり，両活動の有機

的な連携が望ましいとの論はあるものの32），公衆

が誰を指し，何をもって関係を結ぶかが明瞭でな

い状態でPRを強調するのも望ましくはない。

　日本の文脈に限ってみれば，現今の利用者（顕

在要求）重視体制でのプロモーションあるいは

PRは対利用者か対行政向けでしかない。仮に民

間部門のマーケティング概念導入をという題目を

唱えるだけだとしたら，この方向性に拍車をかけ

かねないのである。だとすれば，先に見た対社会

効果および「公共性」の軽視によってもたらされ

た外部環境適応の失敗は何らの改善をみないだけ

でなく，むしろ悪化してしまう恐れがある。この

ような意味で，プロモーション重視に陥りかねな

い表層的なマーケティング概念導入には疑問符を

打たねばならない。

b．「顧客志向」

　既存のマーケティング論の共通項として，「顧

客志向」という語が強調されていることは先に触

れた。顧客の観点からサービスの質を評価し，

サービスを改善あるいは新たなサービスを立案し

ていくという発想である33）。さらにいえば，顧客

の態度によって当該事業体の存否が決定されるか

らこそ，顧客の声を聞かねばならないとの主張で

ある。公共図書館がサービス業であるがゆえに，

このような主張は親和性に富む。サービスが実際

に行われる場で顧客を満足させられないならば，
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か日は減少するだろうし，また評価も低いものと

なろう。つまり，顧客との関係を第一に考える志

向といえる。実際に，サービス・マーケティング

分野で提唱された手法を援用し，顧客の視座から

図書館サービスの品質を測定せんとの試みが増え

てきっっある34）。

　「顧客志向」に基づくサービスの質の測定調査

は，大学図書館を対象としたものに限らず35），公

共図書館サービスについても実施されている。後

者においては，ILLサービスに関して，充足率お

よび処理時間などの指標と顧客のサービス評価と

の間には相関がないと結論付けられている36）。つ

まり，顧客側の視点に立脚したサービスでなくし

て，顧客から評価されることは期待できないとい

うことを示唆している。

　このような「顧客志向」を徹底させた経営を

行っている代表的な図書館として，ボルチモア脚

立図書館（Baltimore　county　public　library：

BCPL）が挙げられる。利用者の「望みのものを提

供する」との使命を掲げ，いわゆる「要求論」に

立脚したコレクション形成を行ってきたというこ

とは広く知られた事柄だろう37）。「顧客志向」の経

営方針は日本においても特に注目を集あ，BCPL

の担当者が書いた概説書が全国組織である日本図

書館協会から翻訳刊行されている38）。このような

利用者の要求を重視し，かっ第一義的な選書尺度

とし，ベストセラーの大量複本購入も利用者が望

むものだからという理由で正当化される経営体制

に対して，多数の論者が非難の声を浴びせた。例

えば，貸出冊数が図書館の目的と堕しているに他

ならないとする指摘39），あるいは，中産階級のみ

にベストセラーを提供していることで果たしてよ

いのかと断じた指摘などが古くは挙げられる40）。

加えて，選書という責務を放棄していることと同

義ではないかとの批判も展開された41）。あるい

は，確たる証拠はないとされるものの，要求論重

視の収集選書方針によりコレクションの質が全体

的に低下するのではないかという疑念も生じてい

た42）。これら批判の是非は括弧に入れるとして

も，BCPLの例が，「顧客志向」と「要求論」との

親和性を物語っていることに関しては疑いえない

事実である。先にあげたBCPLの概説書において

は，マーケティング概念について以下のように定

義づけされてある38）。

　マーケティングとは私たちが図書館を経営

したり計画したりするときの哲学である。

（省略）マーケティングの意味を，もっとわか

りやすい言葉でいいなおすと，利用者の意向

が何よりも大切であることを意識する図書館

サービスを育てるということである。

　「顧客志向」と「要求論」とは単線的に結びつく

概念ではないが，少なくとも「要求論」であれば

「顧客志向」とはいえるだろう。つまり，顧客の資

料に対する顕在要求に積極的に応える姿勢ならば

顧客志向に包含されうるが，顕在要求には制限を

設け，潜在要求に応えることこそが顧客志向だと

する立場も成り立ちうることを指す。ただし，「顧

客志向」を過度に強調したマーケティング概念が

導入されたとしたら，それこそ「要求論」への過

剰な偏重姿勢に陥りかねない。結局，対顧客効果

の強調のあまり，対社会効果を目指した経営活動

がなおざりになってしまう可能性がある。このよ

うな意味において，Patrick　Williamsは公共図書

館の教育的・社会的役割を重視し，「顧客志向＝

要求論偏重」のマーケティングに疑念を呈す43）。

　いかなるニーズに図書館が反応すべきかは

はっきりしておらず，強い関心事として出て

こない。マーケティングの唱導者たちの主た

る関心は，図書館利用を増やすことであっ

た。しかし，教育のたあに図書館利用を促進

することは，よいマーケティングのやり方で

はない。

　誰のどのようなニーズに応えるべきかという根

本的な問いは，既存の図書館マーケティング論で

は看過されてきた嫌いがある。日本の文脈でいえ

ば，利用者あるいは顧客以外の外部環境から図書

館の効果に対する疑念が呈されてきていることは

先述したとおりである。そしてそれは，「公共性」
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に基づく対社会効果に向けての疑義に他ならない

ことも指摘した。つまり，対社会の視点が「顧客

志向」からは欠落していることに注意を払う必要

がある。社会からの要求と顧客からの要求は必ず

しも等価ではない。これは，顧客側のベストセ

ラーに対する要求と「無料貸本屋論」で展開され

たそれへの批判がその証左となろう。実際の経営

面だけでなく，既存のマーケティング論において

も，顧客という名の利用者とは異なる「誰か」の

ニーズ，「誰か」に対する効果が見過ごされている

のである。だからこそ，利害が衝突し，外部環境

適応に失敗してしまう。

　では，この「誰か」とは一体何を示すのか。お

そらく「社会」では曖昧に過ぎる。マーケティン

グ戦略を立てる上で，社会に対する効果と謳った

だけでは実際的でない。対象は顔をもった人間・

集団でなければ具体性を伴わず，意思決定が実行

不可能な状態にはまり込んでしまう。そこで，本

論で提起したい呼称は「ステークホルダー」とい

う概念である。日本語訳では利害関係者，つまり

は公共図書館サービスをめぐり利害を共有しあう

対象者のことを意味する。より具体的には，著述

業者，出版者，取次，新刊書店，古書店，貸本店，

そして顧客，行政等々を含む対象者を指す。概念

整理自体は他の箇所で扱うが，このようなステー

クホルダーに対する効果をも視野に入れること

で，「無料貸本屋論」への対応，「要求論」偏重の

マーケティングの修正，外部環境への適応が可能

となる。よりいえば，このステークホルダーをも

視野に入れた経営体制の確立は，「公共性」を軸と

した経営基盤の堅持につながっていく。なぜな

ら，市場にひそむステークホルダーとの関係性の

確立は，市場経済との距離をとることと同義であ

り，顧客以外の例えば未利用者との関係性の確立

は，公共サービスとしての評価を受けることに連

なっていくからである。

　藤原は，図書館マーケティング論導入の意義

を，“マーケティングが持っている　「売れる仕組

み」を作り出す手法は，図書館の積極的な「利用

される仕組み」をつくることに大いに生かされ

る”点にあると見ている44）。しかし，ここまで論

じてきた視座からすれば，この見解は浅薄であ

る。「利用される仕組み」だけではなく，「評価さ

れる仕組み」にマーケティング概念は生かされる

のである。さらにいえば，顧客を含む各ステーク

ホルダーから，市場では行いえない「公共性」を

もつ事業体であると，あるいは社会的に有益な効

果をもたらす事業体であると社会的に評価される

経営を目指すべきである。本論では，このような

意味でのマーケティング概念を「ステークホル

ダー志向」と呼ぶこととする。

4．外部環境適応を目的とした図書館調査の欠落

　前節4項では，従来の図書館調査が，内部環境

の調整を主たる目的としてきたことについて触れ

た。対利用者あるいは対顧客に比して，対社会ひ

いては対ステークホルダーの視点が軽視されてき

た現状を鑑みれば，それは致し方ないことなのか

もしれない。だが，公共図書館の経営基盤である

「公共性」が問題視されている今，外部環境適応を

目的とした図書館調査をも実施せねばならない時

期にきている。けれども，業務統計調査や利用・

利用者調査，あるいは建設計画調査等の知見が蓄

積されてきたことと比較して，そのような外部環

境への視座をもつ調査は僅かなものでしかない。

裏返せば，何らかの新たな枠組みが必要とされて

いることを示唆している。このような文脈におい

ても，マーケティング概念の導入に意義があると

思われる。よりいえば，外部環境適応を目的とし

たマーケティング活動を実際に稼動させるたあに

は，まずもってその外部環境を理解する必要があ

る。ここに，図書館調査ヘマーケティングリサー

チの視座を取り込む領野が存在する。つまり，

マーケティングリサーチの枠組み・手法の導入な

くして，マーケティング活動は成立しえないこと

を指す。

　マーケティングリサーチとは一般に，“企業が

直面している特定の状況に関して，体系的に調査

設計し，情報の収集と分析を行い，結果を報告す

ること”とされる45）。この定義に従えば，顧客を

知ること，サービスの評価を行うことだけではな

く，外部の環境を理解することも調査目的に含ま
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れてくる。またその骨子は，“意思決定者に多種多

様なマーケティング情報を提供し，意思決定のリ

スクを軽減するところに大きな意味がある”とい

う46）。このようなマーケティングリサーチの意義

については，マーケティング概念導入の論調と共

に，図書館・情報学分野においても以前より紹介

がなされてきた47）。とはいえ，現場サイドではコ

ミュニティ分析や利用者調査という単語が依然と

して好まれる傾向にあり，図書館調査の量的増大

の割には成果があがっていないと指摘されてもい

る48）。換言すれば，利用者を知ることを目的とし

た利用者調査は現に実施されてきたのだから，今

更マーケティングリサーチ云々と唱えたとしても

その意義を見出しにくいのだろう。

　だが，マーケティングリサーチ導入を主張する

論者はこの点をこそ疑問視する。例えば，導入の

目的として高山は次の二点を指摘している49）。す

なわち，一つは“利用者調査が単なる調査とその

調査結果の解析という技術論偏重に陥った現状へ

の反省”となる点，二つは“利用者調査が図書館

の利用者を一様なものとして把握・理解し，この

利用者群の最大多数のニーズに合わせた一様の図

書館サービスを提供しようとする図書館の伝統の

反省”となる点を指す。あるいは，一点目の指摘

と重なるが，調査結果が次の意思決定に反映され

るか否かという点に利用者調査とマーケティング

リサーチとの分水嶺があると永田は説く50）。マー

ケティングリサーチの定義および意義からも，こ

れら指摘には頷かされるものがある。つまり，特

定の状況が課題であると設定し，それに関した情

報を収集し，その分析結果を課題解決の意思決定

に活かすというプロセスこそがマーケティングリ

サーチなのである。けれども，意思決定に活かさ

れるという点のみを他の調査との区分肢にするこ

とは困難である。例えばT．Childersは，評価研

究（evaluative　research）の特性として同様な点

を挙げていた51）。すなわち，評価研究は“一般に

意思決定のたあに活用される”との指摘を指す。

しかし，マーケティングリサーチ導入の意義は，

意思決定と直結させた調査という枠組みをもたら

すということだけにとどまらない。

　調査分析の視座を拡大しうる点でもマーケティ

ングリサーチ導入の意義は見出しうる。つまり，

先の定義に含まれる外部環：境への視座は，既存の

図書館調査における視点の変更を迫るのである。

例えば，利用者調査に関していえば，顕在要求

（ディマンズ）でなく潜在要求（ニーズ）調査，そ

して，不十分とされてきた未利用者調査への拡張

を図ることが可能となる52）。あるいは，サービス

の評価の調査ということでいえば，誰が評価する

か，何を評価するかという視点とは別に，外部の

類似サービスとの比較評価という観点がもたらさ

れる。そして特に重要なことは，外部環境そのも

のを理解せんとする視点への拡大である。前述し

てきたように，図書流通市場からは現今のサービ

ス，ひいては「公共性」に対する疑念が生じ始め

ている。またインターネットあるいは他の情報

サービス産業の台頭や消費者の多様化に伴い，公

共図書館は外部環境の適応に失敗しかねない状況

下に直面している。このことは，なぜ外部環境の

適応に失敗しているのか，どこが失敗しているの

か，どのように失敗しているのか，といった問題

を分析するたあの調査枠組みが要請されているこ

とを示唆する。ここではそのような視座からの調

査を競争分析と呼ぶこととする。詳細はIII章に

て論ずるが，マーケティング分野では一般に，“競

争優位の構築を目的として市場構造を把握し，競

争相手の分析を行うことを競争分析”と定義して

いる53）。

　Philip　Kotlerがいうように，顧客だけでなく，

競争の構造や競争相手を理解することなしに，も

はや外部環境への適応はなしえないのである54）。

ただし，公共図書館には市場でいう競争は存在し

ない。そこで仮想的に競争構造，競争相手を設定

する必要がある。その際，先に提起したステーク

ホルダーを仮想的な競争相手と便宜的に見なし，

それらとの関係性の構図を仮想的競争構造とす

る。換言すれば，誰と利害を共有しているのか，

そして利害の調整はどうずればよいのかといった

ことを探らなければならない。それら作業を介し

て，外部環境適応の成功が導かれるのである。

　まとあれば，調査と意思決定とが直結している
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点，未利用者調査・ニーズ調査への拡大が図れる

点，競合他者との比較を介した評価の視座がえら

れる点，競争分析により外部環境への適応が実現

しえる点にマーケティングリサーチ導入の意義が

確認しうる。そして特に4点画が，「公共性」に基

づく対社会効果をステークホルダーとの関係から

探る上での重要な側面となってくる。

C．外部環境適応の科学としてのマーケティング

　概念

　ここまでの整理作業で，効率重視でなく効果を

見直すべきこと，さらに効果は「公共性」に基づ

く必要があること，とするなら対顧客のみならず

ステークホルダーに対する効果（対社会効果の具

現化）と設定すべきこと，そして誰とStake（利

害）を共有しているか，あるいはどう対処すれば

よいか調査すべきこと，が示された。これらは，

本論で提起したいマーケティング概念導入の意義

でもある。しかし，あくまで概念導入の背景・遠

因を素描したに過ぎない。つまり，マーケティン

グ概念の定義は未整理のままであったことを指

す。そこで本節では，ここまでの議論を再整理す

る形で，本論におけるマーケティング概念の定義

づけを行っていくこととする。

1．民間部門のマーケティ’ング論：公共図書館

　　マーケティング論の基盤

　営利か非営利かを問わず，事業の本質はゴーイ

ング・コンサーンという言葉に代表されるよう

に，その永続性・継続性にあると考えられる55）。

図書館を想定してみても，資料を永続的に保存す

る機能が社会的に求あられていることからそれは

納得できよう。では，事業を運営していく段で追

求されるべき目的とは何か。それはまさに，対象

となる「顧客の創造と維持」にあると見てよい56）。

なぜなら，顧客なくして事業は本来的に成立しえ

ないからである。公共図書館においてもある程度

この図式は妥当しよう。すなわち，利用者という

名の顧客なくして広義の情報サービスは行いえな

いゆえである。

　こう考えると，近年，図書館業界でも騒がれる

ことの多い「顧客満足」という語の意味合いが鮮

明になってくる57）。つまり，顧客を満足させるこ

とによってこそ，顧客を創造かっ維持し，事業の

永続性が保たれうるということを示す。この顧客

満足による「顧客創造と維持」を具体化させてい

くたあの事業機能として，Peter　Druckerは大枠

でマーケティングとイノベーションの二機能を挙

げている58）。前者は，顧客創造維持の「仕組み」を

作ることを指すという。すなわち，マーケティン

グの本質とは，単に利用者調査やPR活動を行う

といったことにとどまらない。よりいえば，経営

における一つの中核機能と捉えなければならない

ことを表す。後者に関しては，時代の流れに伴い

生じてくる技術や発想を事業の中に取り込むこと

を指す。換言すれば，図書館では有料データベー

スやインターネット等を意味するだろう。ただ

し，その取り込みが顧客を満足させるものか否か

を問わねばならないことは論を待たない。今日に

おいては，Druckerのいうこの二機能は広義の

マーケティングと解釈され，一つの機能として捉

えられている。ならば，マーケティング機能こそ

が事業運営の出発点だといっても過言ではない。

　顧客創造維持の仕組みをつくることが事業運営

あるいはマーケティング概念の普遍的基盤である

ことが確認されたならば，次にはその概念を具体

化させていく必要がある。つまり，一連のプロセ

ス（市場機会・競争の分析→市場ターゲットの選

定→マーケティングミックス→マーケティング監

査）としてマーケティング活動を稼動させねばな

らない。その経営資源がいわゆる「人」「金」「モ

ノ」であり，図書館業界では「職員」「予算」「コ

レクションおよび施設・設備」に相当する。ただ

し，あくまでこれらは，各館の設立目的に応じた

上で効率的な運営を目指すための原資に過ぎな

い。すなわち，事業のあり方として，まずは先に

見たマーケティング機能により顧客を創造かっ維

持していく効果的な仕組みを前提とし，次に諸経

営資源をもとに効率的な運営をしていき，結果と

して成果を出すというベクトルで捉えなければな

らない。嶋口は，この事業原則を「効果的効率主

義」と呼ぶ59）。これは，民間企業を想定した言で

一　40　一



Library　and　Information　Science　No．45　2001

あるが，その骨子は，供給過剰の時代において成

長を目指す企業は市場ニーズに合致する状態を目

指すべく，マーケティングによりまずは効果的な

事業運営を目指し，しかる後にその枠組みのもと

で最大の効率を追求するという原則とまとあられ

る。

　だが1章B節1項で述べたように，以前より図

書館業界においては，効果というよりは効率性の

追求が重視されてきた嫌いがある。あるいは，誰

に対する効果なのかという問い掛けがあまりなさ

れてこなかったように思われる。しかし，「効果」

なくしては，利用もされなければ評価も期待しえ

なくなってしまう。これでは事業体の発展は望み

えない。だからこそ，「効果的効率主義」原則の

マーケティング概念を図書館経営の根幹に据える

必要がある。あるいは，図書館経営論において，

人事や財務，評価等の側面を挙げる前に，まず

もってマーケティングを事業体の存続基盤といえ

る経営機能として論じなければならないといえ

る。

　ただし，こと公共図書館に限ってみれば，顧客

イコール利用者という考えのみでは事業運営の出

発点で危うさを孕んでしまう。先述したように，

利用者の顕在要求を重視する姿勢に用いられる

「顧客志向」の追求は，社会全体からの期待と軋礫

を起こしかねず，かっ現に「無料貸本屋論」と

いった疑念が湧出し始めている。ここに，民間部

門でいう「顧客志向」のマーケティング概念を公

的部門へと導入する際の留意すべきポイントがあ

る。つまり，誰にとっての効果か，誰に評価され

るべきなのかを明確にした上で，「効果的効率主

義」のマーケティングを導入・実践していかねば

ならないことを指す。

2．非営利組織のマーケティング論：拡張・援用

　　の問題点

　誰にとっての効果かを明確にした上で，「効果

的効率主義」のマーケティング概念を取り入れて

いくべきことを前述した。つまり，営利企業で培

われてきたマーケティング概念を非営利組織へ導

入する際には，操作的に何らかの手を加える必要

があることを指す。しかし，非営利組織のマーケ

ティングを論じた文献においては，民間部門との

差異点というよりはむしろ，類似点が強調される

ことが多かった。特に，「交換」概念を軸とし，営

利組織のマーケティング概念は非営利組織へも拡

張可能とする論調が主流であったかと思われる。

　非営利組織においてマーケティング概念が拡大

適応しうると論じた最初の文献は，1969年の

Kotlerらによる論文と一般に見なされている60）。

彼らは，営利組織のみならず非営利組織において

もマーケティングの理念および技法を援用すべき

と主張した。この主張に対しては賛否両論の議論

が展開されたが，米国において，現実に財政難等

の影響を受ける形で，大学や病院その他公共団体

がマーケティングを援用・実施して成果をあげた

たあ，否定的な意見は影をひそあていくこととな

る。逆に，非営利組織のマーケティングを論じた

文献はそれ以降，数多く提出されることとなる。

例えば，代表的なものとしてB．P．　Shapiroによ

る文献やC．H．　Lovelockらの成果が挙げられ

る61）・　62）。またKotlerらは『非営利組織のマーケ

ティング戦略』と題し，非営利組織のマーケティ

ングを広範に論じたテキストを刊行していっ

た13）。なおこれは現在，第5版まで刊行されてお

り，非営利組織のマーケティングが論じられる際

には必ずといっていいほど取り上げられる文献と

なっている63）。

　このような非営利組織へもマーケティング概念

が拡張されうるとする論の根拠として，一般に

「交換」概念が取り上げられることが多い。つま

り，営利組織における「販売」と同じような構造

が非営利組織にも存在し，それは「交換」という

概念に包括しうるとの論理展開である。嶋口は以

下のように指摘する64）。

　実際には，非営利組織へのマーケティング

の応用や援二用は多様に行われている。（省略）

ここでも，組織のとる諸政策が，どのように

顧客に満足を与えうるかというマーケティン

グ・コンセプトが重視され，市場ターゲット

の明確化やマーケティング・ミックス政策が
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より一般化された形で展開されるのである。

この流れにおいては，マーケティングは「交

換」概念として理解されることになり，社会

的ないし公共的組織が，何らかの「交換」関

係，あるいは「擬似交換」関係を有するとこ

ろに，マーケティングの応用可能性が見出し

うると主張するのである。

　例えば，営利企業は製品・サービスを販売し，

利益をえる。同時に，顧客は当該製品・サービス

に対価を払い，便益をえる。この関係構図を製

品・サービスと貨幣との「交換」関係と見る。と

なれば，行政と市民とは，行政サービスと税金と

を「交換」していることとなり，「交換」あるとこ

ろにマーケティング実践は可能と捉えるのであ

る。換言すれば，需要と供給との「交換」を促進

あるいは調整することが，拡張されたマーケティ

ング概念となる。ここに，非営利組織へのマーケ

ティング概念導入の論拠を求めるのが一般とされ

てきた。

　このような論理展開は，図書館におけるマーケ

ティングを論じた文献においても間違いなくと

いっていいほど見受けられる。例えば，図書館

マーケティングの概枠を論じたD．E．　Weingand

は，“マーケティングとは交換の過程である”65），

あるいは別の書でも“マーケティングとは交換関

係である”と捉え66），上と同様な論理展開から

マーケティング概念導入の意義を述べている。換

言すれば，図書館は資料や情報提供を行い，税

金・協力を得，利用者側は税金・協力を提供し，

欲する資料，情報を入手し満足を得るという相互

に益のある「擬似交換」関係が図書館と利用者と

の間に存すると考えている。ここに民間部門の

マーケティングとの親和性を求め，導入の根拠と

してきた。よりいえば，類似性を軸としたマーケ

ティングの拡張・援用論と見なしうる。だが，民

間部門との異質性を軸とした非営利組織独自の，

公共図書館独自のマーケティング論は未だ確立し

ているとはいいがたいのが現状ではないだろう
か。

　おそらく，この「交換」概念を軸とした公共図

書館マーケティング論の論理展開には三つの問題

が含まれる。一つは，「交換」概念が短期的取引関

係を念頭に置いていること，二つは，直接的な交

換関係に限定される傾向にあること，三つは，誰

と交換するのかということ，を指す。

　第一点は，短期的な交換，つまりは「顧客志向」

に基づき，需要を喚起・促進し，短期的に利用率

を高めるという交換が強調されすぎてしまう危う

さを指す。これは現代の企業についても当てはま

る事柄であるが，この点については次の項で論じ

たい。

　第二点は，社会学や人類学でいう「交換」理論

と絡む問題である。ごく大雑把にいえば，フロー

の方向は，A⇔Bという「交換」だけでなく，A→

B→C→D→A→…という形態も当然考えられるこ

とを指す。C．　Levi－Straussの表現に従えば，前者

が限定交換，後者が一般交換となるが67），既存の

図書館マーケティング論ではこの区分が明瞭でな

い。おそらく，限定交換としての「交換」関係の

みが論じられてきたのではないか。ただし，関係

を単純化することのメリットはあるかもしれな

い。

　第三点目は特に重要である。先にも論じた誰に

対する効果なのかという問いと同義の問題であ

る。果たして，「交換」する相手は利用者あるいは

顧客だけと想定してよいのだろうか。図書館の価

値（何がよいのか）または効果に関しては，R．H．

Orrの指摘以来68），図書館・情報学における大き

なテーマとなってきたが，誰に対する価値・効果

かという際には，利用者かあるいは漠然とした社

会という対象が主であったように思われる。つま

り，前節で提起したステークホルダーに対する効

果という概念枠組みを設定する必要がある。換言

すれば，ステークホルダーとの関係を築くという

哲学・手法を図書館マーケティングと捉えなけれ

ばならない。なぜなら，非営利組織は「公共性」

を根幹として，社会に対する効果を，現実のもの

と実践してみせなければならないからである。

Druckerは次のように非営利組織の目的を定義
する69）。
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　非営利機関は，人と社会の変革を目的とし

ている。したがって，まず取り上げなければ

ならないのは，いかなる使命を非営利機関は

果たしうるか，いかなる使命を果たしえない

か，そして，その使命をどのように定めるか

という問題である。というのも，非営利機関

に対する最終的な評価は，使命の表現の美し

さによって行われるのではないからである。

それは，行動の適切さによるからである。

　非営利組織ひいては公共図書館は，社会的に期

待される使命を第一に掲げ，実践していくことを

要請される。ここに，民間部門との差異が生じる

（もちろん，営利企業の社会的使命が問われるこ

ともあるが二義的だろう）。つまり，永続性の基盤

が異なるのである。従って，図書館マーケティン

グ論の定義は，民間部門との類似点を軸とすると

いうよりはむしろ，差異点を考慮した形で操作的

に再定義しなおす必要があるといえよう。その際

のキーワードが，対社会効果，「公共性」，ステー

クホルダーである。

3．図書館マーケティング論：3つの要件

　公共図書館は，対顧客効果だけでなく，社会に

対する効果を考えた使命を掲げ，その使命を実践

に移していかねばならない。またそれは「公共性」

に根付いた効果だからこそ，社会的に意味を持

つ。この経営理念を現実レベルに落とすには，対

社会というよりは，対ステークホルダーとの関係

性を築いていくというベクトルで捉えなければな

らない。なぜなら，価値を伝える相手は人であり，

評価を下す相手も人だからである。社会では漠然

としすぎ，実行に移しにくい対象概念だからであ

る。これらは公共図書館マーケティング論の要件

といえる。裏返せば，民間部門のマーケティング

論との差異点に等しい。このような差異点を再出

発点として，図書館マーケティング概念・手法を

洗練化していく必要がある。

　近年，マーケティングの世界では，先にあげた

「交換」概念から，「関係性」パラダイムへの転換

が唱えられだしてきている70）。これは，前項で挙

げた「交換」概念の第一点目の問題提起と等しい。

その背景は，対象者のニーズや欲求を把握しうる

という「交換」の前提条件が崩れっっあることに

存する。このような対象者の多様化への対応が困

難となった時代背景のもと，単発的な交換を連続

させていくだけでは，事業体の将来は危うくなっ

てしまう。一回一回の取引（提供と利用）のみを

強調しているだけでは不安定に過ぎる。だからこ

そ，長期的あるいは安定的な「関係性」を築いて

いく必要が生じているのである。この「関係性」

を軸として長期的な存続や発展を望むとしたら，

顧客のみならず，様々なステークホルダーとの関

係性に依存していることに事業体は目を向けねば

ならない。確たる定義は現段階ではないものの，

「関係性」マーケティングは次のように定義され

ている。

　顧客やその他の関連利害者（ステークホル

ダー）とみられる集団との関係を，その全集

団の目的が自社の収益性をもって満たされる

よう確立，維持，発展させるビジネス・タス

クである71）。

　公共図書館の文脈においても，ステークホル

ダーとの関係性が重要であることは論をまたな

い。出版流通業界が成立しなければ資料は収集し

えず，行政側の理解がなければ予算がっかない。

むしろ図書館マーケティング論は，このような民

間部門で確立していない「関係性」を軸とした

マーケティングの方向性をそもそもの出発点とし

ていなければならない。図書館・情報学分野から

も，この点への指摘がある。

　例えばM．Kinne11らは，長期的な経営活動を

行っていくには顧客，ステークホルダー，組織と

いった対象と関係性を築くことが肝要であり，ま

た有効なマーケティングの基盤となると指摘して

いる72）。あるいは柳は，図書館へのマーケティン

グ概念導入の意義の一つとして，“組織目標の達

成のために，マーケティングの手法が様々に利用

できると共に，それを通じて他の組織（民間・公

共を問わず）との関係を円滑にすることが可能に
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なること”を挙げている73）。つまり，図書館マー

ケティング論の要件の一一つとして，ステークホル

ダーとの関係性を築くことが挙げられる。だから

こそ，ステークホルダーとの関係性を調査する必

要が生じてくる。誰がステークホルダーなのか，

利害は衝突していないか，図書館はどのように見

られているのかといったことを探らねば，関係性

を築いていく方向性も明瞭でなくなるだろう。

　このことは，営利組織よりも非営利組織で特に

問われるべき課題である。なぜなら，対顧客だけ

でなく，社会に対する効果をまずもって期待され

ているからである。S．　L　Bakerは，　Kotlerのマー

ケティングパラダイムの定義を援用し，公共図書

館のマーケティングは「顧客志向」ではなく，ま

ずもって「社会志向」でなければならないと説

く74）。Bakerは，長期的な社会からのニーズと，

短期的な顧客からの顕在要求との間でバランスを

とっていかねばならないとし，この原則に従った

マーケティングのあり方を「社会志向」と捉えて

いる。当然，ステークホルダーとの関係性を模索

するならば，対社会効果をも要件としなければな

らない。換言すれば，両概念は具象性の程度が異

なる表現に過ぎず，ほぼ同様のことを指し示して

いる。

　ただし，顧客からの顕在要求への対応イコール

要求論，社会からの潜在要求への対応イコール価

値論という従来型の区分がこの主張の根底にはあ

るように見受けられた。資料に内在する価値を区

分軸とし，短期的な対個人効果と長期的な対社会

効果との折り合いをつけたマーケティング論と

いってもよい。だが，おそらくこの二分法だけで

処理しうる問題ではない。どちらの対応にせよ，

サービスは「公共性」に基づいていなければなら

ないという要件が必要かと思われる。でなけれ

ば，民間との違いが鮮明でなくなってしまう。あ

るいは対社会効果も題目だけに終わりかねない

し，ステークホルダーとの関係性構築もおぼつか

ない。

　だが，それだけではステークホルダーと顧客と

の関係性があたかもトレードオフの関係かのよう

に捉えられる恐れがある。つまり，顧客あるいは

利用者の存在をどのように位置付けるかという問

題が残ることを指す。サービス業である以上，顧

客の存在を看過することはできないゆえである。

しかし，この問題は経営面を二分することで一定

程度解決しうると考えたい。ここでは，エンカウ

ンターレベル（実際にサービスが行われる局面）

とマネジメントレベル（意思決定・管理機能とし

ての局面）とを切り分けて捉える。すなわち，前

者は「顧客ロイヤルティ」の追求，後者は「公共

性」の追求と区分しうることを意味する。

　「顧客ロイヤルティ」とは，より端的に表現する

と，リピーターやファンの維持のことを示す。こ

れは，顧客との長期的な関係性を築くという側面

を強調するときに用いられる語である。顧客維持

率など時間軸を伴う評価基準といってよい。

　直接的にロイヤルティを扱った文献ではない

が，　R．Loynesらの調査を一例として挙げた

い75）。彼らは，英国において開館時間の短縮が貸

出冊数に影響を及ぼすのか否かを見極めることを

目的として，統計的な手法を介した分析を行って

いる。その結果，開館時間が短縮された後，貸出

冊数に影響が及ぶのにおよそ2年のタイムラグ

が生じていた。このラグの理由付けとして，利用

者側の図書館に対するロイヤルティが関係してい

ると彼らはいう。つまり，価値あるサービスを失

いたくないという思いから一定の期間では継続利

用を促すが，次第にその不便さから，ラグを伴い

結果として利用は減少することを明らかとしてい

る。これは，短期的な顧客満足の獲得というより

はむしろ，長期的なロイヤルティの維持こそが，

サービスの利用や評価と密に絡んでいることを示

唆していよう。特に，顧客満足と対比させた場合

にロイヤルティの意味合いは鮮明なものとなるの

である。

　F．F．　Reichheldは，顧客満足度調査の落とし

穴を以下のように指摘している76）。

　満足度など重要ではないと言っているので

はない。それは非常に重要なことである。満

足度測定の方法，それが使われる文脈，その

優先順位が問題になるのである。そして，測
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定で得た満足の評価を顧客ロイヤルティや利

益と結びつけることができないときに，満足

度と言われること自体が目的になってしまう

のである。（省略）重要なのは，企業がいかに

顧客の満足を維持するかではなく，満足し，

収益の高い顧客を企業がどれだけ維持できる

かである。そのことを忘れなければ，「顧客満

足の落とし穴」に入り込むことはない。

　「公共性」に基づくマーケティング概念は，ス

テークホルダーとの長期的な関係性を築くことを

骨子とする。そしてこれは，顧客との関係にも当

てはまる事柄である。エンカウンターレベルでの

「顧客ロイヤルティ」の維持と，マネジメントレベ

ルでの「公共性」追求は矛盾するものではない。

すなわち，「公共性」に立脚したサービスを行うこ

とで，各ステークホルダーから長期的な評価を受

け，さらには顧客との長期的な関係性を構築する

ことは可能なのである。例えば，リクエスト制度

を伴った形で，ベストセラー大量複本購入・大量

貸出を行えば，短期的には顧客の満足を得ること

ができるかもしれない。しかし，その満足が果た

して長期的な関係性構築につながるかどうかは疑

わしい。ひいては，「公共性」に対する疑念が市場

側から噴出し，顧客側にも飛び心する可能性があ

る。むしろ，公共サービスとしての社会的意義が

認あられうる経営志向でなければ，将来的な発展

は望みえないだろう。

　顧客満足獲得は，顧客ロイヤルティ維持の手段

に過ぎないことを理解しなければならない。この

ような意味で，「顧客志向」を過度に重視すること

には危うさが存するのであり，むしろステークホ

ルダー志向を強調すべき時期にさしかかってい

る。加えると，このような対社会的な関係性に重

きをおくステークホルダー志向の経営体制から

は，必然的に外部環境適応を目的とした調査が要

請されてくる。長期的な関係性を築くことを目的

とする以上，外部環境の実態を明瞭にしないこと

には事が進まないゆえである。図書館のマーケ

ティングはバズワードでは無い。「公共性」に基づ

く効果的効率主義の経営体制への転換を図るたあ

の概念ツールなのである。よりいえば，外部環境

適応の経営哲学・概念あるいは科学に他ならな

い。

　ここまでで，煩雑ではあったが，図書館マーケ

ティング概念の定義付けを行った。そしてその要

件は，「公共性」に基づいていること，対社会効果

を第一義とすること，顧客を含めたステークホル

ダーとの関係性を構築すること，の3っにまとめ

られることを指摘した。これは本論における図書

館マーケティング概念の定義でもある。さらに，

このような経営姿勢を現実のものとするには，ま

ずもってステークホルダーとの関係を探る必要が

あることをも示唆した。だが，図書館マーケティ

ングの根幹となる「公共性」とは何を指すのか

（社会からの要請），そしてステークホルダーとの

関係性構築あるいは関係性を探る具体的視座，関

係性を構築するマーケティングの手法について

（社会適応の最適解）はまだ触れていない。

　以下からは，これら諸点について整理してい

く。まず，II章では「公共性」の問題を，次いで皿

章ではステークホルダーとの関係および関係分析

の枠組みについて取り上げる。ただし，マーケ

ティング実践の手法に関しては，議論が複雑にな

るたあ，本稿では扱わないことを予あ断ってお
く。

II．公共図書館の社会的存在根拠

　前章において，マーケティングにより外部環境

適応を図る際には，まずもって「公共性」という

基本理念を根幹に据えなければならないことを指

摘した。つまり，公共図書館の社会的存在根拠を

しかと念頭においておかなければ，外部環境適応

の失敗につながってしまうことを指す。そこで本

章では，経済学および社会学的視座から捉えた図

書館の「公共性」について簡単ではあるがまとめ

ていくこととする。

　なお，昨今の日本においては，根本によって

「図書館の公共性」議論が展開されつつある77）。以

下II章で展開した著者の論旨は，彼の発想，すな

’わち，“市販されない資料にむしろ収集すべきも

のがあるというのは図書館の公共性を考えるとき
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の重要なポイントである”という指摘（経済学的

視座），“図書館は文芸的な公共圏を公共政策とし

て支える仕組みである”という仮説提示（社会学

的視座）と類似した基調をもつ。ただし，根本の

議論はそれら仮説を検証したものとはいえず，ま

してや経済学・社会学分野の文献を直接引用する

形で論理構成されている訳でもない。その意味

で，本章は「図書館の公共性」議論の体系化を目

指した一試論として位置付けられる。

A．社会的効率性の側面から捉えた「図書館の公

　共性」

　混合経済における公的部門の役割とは何か。混

合経済体制のもと，図書館サービスを公的に供給

することの根拠とは何か。このような問いは，図

書館経営の場，あるいは図書館・情報学において

は近年になって取り上げられだしたテーマに過ぎ

ない。裏返せば，図書や情報が無料で提供される

社会的根拠を，社会的効率性の側面から探ること

は今日まで積極的に行われていないことを指す。

だが現代の経済学においては，市場では解決し得

ない部分があるからこそ，公的サービスの介入余

地があるとする立場が一般的である78）。だとすれ

ば，市場で流通している図書サービスを，なぜ公

的部門が担う必要があるのかを明確にしておく必

要がある。なぜなら，公的支出の正当性は，その

存在自体の正当性であり，また期待されるサービ

ス領域を意思決定することに役立っ。ここでは，

公共経済学の観点から，民間部門ではなく，なぜ

公的部門である公共図書館が公的支出により図書

関連サービスを行いうるのかという点を「公共

性」と捉え，その根拠を整理していく。

1．公共経済学の視点

　市場経済との比較を介して，図書館サービスの

存在根拠を導出しなければならないとの見解は，

M．H．　Harrisらによって強く主張されている79）。

彼らによれば，資料や情報はそもそも経済財であ

り，また図書館はそのような経済財を扱うのだか

ら，経済学的な観点からも図書館サービスを説明

付けする必要があると説く。換言すると，市場で

解決しえない部分がない限り，図書館の社会的存

在根拠も見出せないとの考えといえる。このよう

な視座は，慢性的な財政難に伴い公的支出も縮減

傾向にある中，極めて重要な意味をもつ。すなわ

ち，公的支出の正当性が強く主張されなければ，

資料費も支給されなくなるだろうし，また市場側

からの疑念の声が生じかねないからである。公的

支出の正当性としての「公共性」がないとしたら，

図書館サービスの発展は望みえないどころか，そ

の存在意義さえも危うくなってしまう。だからこ

そ，経済学的な意味での図書館の「公共性」の定

義付け，実践が不可欠となってくるのである。

　けれども，このような経済学的知見を組み込ん

だ図書館サービス論は，昨今においては徐々に展

開されっっあるものの80）・　81），依然として関心自体

が高まりを見せていない感がある。むしろ，図書

館業界外部からの指摘が多い。古くは，経済学的

観点から公共図書館サービスを論じた経済学者

Malcolm　Getzの文献が挙げられる82）。あるいは

近年においても，相対的な効率性測定を目的とし

た数理計画手法であるDEA（Data　Envelopment

Analysis）を用い，公共図書館サービスの経済効

率性を調査した研究や83）・　84），公立と私立図書館間

での経済非効率性を比較調査した研究85）などが

図書館・情報学分野外の学術雑誌に掲載されだし

てきている。それだけ，公的サービスの正当性が

強く問われている時代環境だといえよう。民間で

できうるものは民間でやるべきとの論調はしばら

くの内は衰えることはないと見てよい。だからこ

そ，経済学的知見を公共図書館研究にも導入する

必要がある。以下からは，経済学的観点から図書

館の「公共性」を概括することを試みる。ただし，

検討する対象は図書あるいは図書関連サービスに

限定している。

2．図書館における財としての図書の二面性

　まず議論を進めていく前段階として，図書館に

おける財としての図書の存在を便宜的に二分して

捉えておく必要がある。

　第一図面は，公的部門による生産という捉え方

である。これは，図書を単体としてではなく集合
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的に捉える視座を意味する。つまりは，図書館側

が生産するコレクションとしての図書財である。

より抽象化していえば，知識や情報の総体として

のコレクション空間であり，（例えば義務教育な

ど社会的観点からそれらの消費が望ましいと考え

られる）価値財，あるいは（文化的価値を有すも

のと社会的に認あられた）文化財と一応は呼称で

きる側面である。さらには，長期的な視座から図

書館における図書の存在をみるという意味で，い

わゆる図書館のストック機能の側面をも指す。

　第二点目は，公的部門による私的財の供給とい

う捉え方である。一点目と比して，より短期的な

視座であり，図書館のフロー機能を意味する。換

言すれば，パッケージ化された知識や情報として

の商品財・消費財としての図書と表すことができ

る。

　この区分は，図書館の経済学を論じる上で重要

になってくると思われる。なぜなら，一般的に図

書館の公共性が謳われる際には前者の捉え方に，

出版流通市場と同じ商品財を扱っているに過ぎな

いと強調される場合には後者の捉え方に引っ張ら

れ過ぎている嫌いがあるためである。以下に見て

いくように，図書館における図書の存在は二分し

て考えた方が都合がよい。なお言及する場合に

は，第一点目を「総体としてのコレクション」，第

二曲目を「単体としての図書」と本節では表記す

る。

3．図書館サービスの理論的基盤としての市場の

　　失敗

　現代の経済学的解からすると，公的支出の論拠

は市場競争メカニズムの欠陥部分に求あられる。

この部分を「市場の失敗」という86）。よりいえば，

市場の失敗があれば，公的支出により市場で解決

しえない問題をある程度は穴埋めしうるとの論理

展開である。つまり，公的支出の正当性は二段の

質問により導出される。①なぜ，理想的な条件下

では競争（市場活動）あるいはインセンティブが

効率性をもたらすのか，②なぜ，ある状況下では

競争市場が効率性をもたらさないのか。

　第一の問いは，パレート効率という概念で説明

されている。このパレート効率とは，他に誰かの

状態を悪くしないでは誰もよくすることができな

い性質をもつ資源配分の状態を意味する87）。詳細

は省くが，パレート効率をもたらすからこそ，市

場原理は有効と見なされるのである。第二の問い

に対する説心付けは，第一の解の裏返しである。

すなわち，パレート最適にならない環境・条件が

あれば，それが公的部門介入の根拠を一一定程度与

えうることを示唆する。このパレート最適になっ

ていない場合を，市場の失敗と呼ぶのである。さ

らにいえば，市場の失敗を明らかにすることは，

公共図書館サービスの正当性ひいては「公共性」

を立証することに等しい。本項ではこの市場の失

敗について整理していく。ただし検討する市場の

失敗は，代表例とされる4っ（独占および規模の

経済性，公共財，外部性，情報の不完全性）につ

いてのみ対象とする88）。なお，以下に続く議論は，

主として経済学分野で著名なJ．E．　Stiglitzのテキ

ストに負うこととした89）。

a．独占および規模の経済性

　市場競争メカニズムの前提は，「神の見えざる

手」が働いていることにある。逆にいえば，元来

において競争が存在しえなければ，「神の見えざ

る手」も機能しないことを意味している。つまり，

企業規模が拡大するにつれ平均費用が逓減し，自

然に独占状態になるような財は，一つの事業体が

その財の供給を独占した方が理論的にはもっとも

効率的になることを指す。加えて，資源の希少性

の存在も条件に含まれてくる。この範疇に含まれ

るものとして，電力，水道，ガスなどの分野が伝

統的には挙げられる。ただし，何をもって自然独

占と見なすかという点に関してはコンセンサスが

えられていない。人為的な独占に過ぎないという

場合も十二分に考えられるからである。

　図書館との関係でいえば，「総体としてのコレ

クション」の場合のみを検討対象とすべきであ

る。コレクションの構築という作業は，規模に関

して平均費用逓減といえる。表現を変えると，蔵

書形成過程において追加一冊あたりの限界費用は

極めてゼロに近いことを意味する。となれば，蔵

書構築という図書館機能は，競争なき自然独占状
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態と見なせなくもない。よりいえば，公的部門が

介入する根拠の存在可能性があるかもしれない。

だが，直線的に根拠を主張しえる程度ではなく，

留保条件をつけておかねばならない。

b．公共財

　第二に取り上げる市場の失敗は公共財という側

面である。これは，公的に供給する方が効率的な

財であることを意味する。私的に行うと過剰供給

か過少供給を生んでしまうたあ，そこに公的介入

の正当性が生じてくるとされる。規模の大きな例

としては国防が挙げられる。国防は特に純粋公共

財といわれるが，私的財と比較した際の特性とし

ておよそ二点が強調されることが多い。一つは直

感合性，二つは非排除性という性質であるgo）。非

競合性とは，付加的な個人がその財を享受するた

めの限界費用がゼロということを指す。非排除性

とは，その財を享受することから個人を排除する

ことが困難であることを示す。

　まず，図書館との関係ではなく，情報，図書の

側面から見ていく。情報に関していえば，先に挙

げた二つの特性はどちらも成立する。情報は極め

て純粋公共財に近い。限界費用は低く，かつ排除

は困難だからである。だが，いわゆる情報産業を

成立させるたあには，この意味での情報を商品財

に転化させた上で市場に流通させる必要が生じて

くる。これは出版産業に関しても同様である。実

際，情報はパッケージ化され図書等という商品と

して生まれ変わってきた。パッケージ化された情

報は，私的財として市場に流通していく。裏返せ

ば，排除性・競合性が成立することとなる。とこ

ろが，理論的にはともかくとして，現に図書市場

は公的介入を受けている。すなわち，再販制度・

委託返品制度により政府の規制が行われているの

である。この介入により，限界費用のレベルは低

くなる。いいかえると，非競合性の側面が生じて

くる。このような政府の介入は，後述するが，図

書のもつ価値財としての側面が社会的に認められ

ているからともいえよう。つまり，図書からえら

れる（に含まれている）情報は元来において公共

財に近い性質をもつのだから，純粋私的財として

流通させることに留保条件を付加しているのであ

る。このように，情報・図書のもつ財としての特

性はかなりの複雑さを帯びている。

i．公共財としてのコレクション

　より進めて，今度は図書館との関係，特に「総

体としてのコレクション」の場合に限ってみてい

こう。先の，情報→図書→政府介入の図式ととも

に，関係は第1図に整理している。再販制度・委

託返品制度という政府の介入によりパッケージ化

され書店に流通された図書は，今度は図書館のコ

レクションに組み込まれていく。コレクション化

されるとなると，非競合性が成立してくる。つま

り，一冊購入すれば追加的費用はほぼゼロに近い

ことを指す。非排除性に関しては，法的には公開

原則があるため排除困難であるが，物理的には開

館時間・設置場所の設定等の観点からも排除容易

となり成立しない。つまり，財としての図書館コ

レクションは，非競合性はあるが非排除性はない

といえ，現象として準公共財という形態として捉

えることが可能となる。さらにいえば，私的市場

においては余剰在庫が発生するため，保存力が欠

落し，従って過少供給を生むことになる。この準

公共財的側面を有すからこそ，公的サービスとし

て図書館がコレクションを形成していく論拠が一

定程度認あられうる。

　また，排除可能である準公共財という性格をも

つコレクションとしての財は，その利用料が無料

であることを要請する。この問題については第2

図で示す。

　横軸はコレクションの利用回数，縦軸は利用料

金，斜線はコレクション利用に対する需要を表

す。利用額を下げるとコレクションの需要は増加

する関係である。コレクション利用のキャパシ

ティはQuであり，それより少ない需要では，単

体としての図書利用では異なるが，総体としての

コレクション利用に伴う限界費用はゼロとなる。

利用に伴う費用がゼロであれば，利用額は効率性

の点からして同様にゼロでなければならない。と

はいえ上述したように，排除は容易であり，利用

料を徴収することも可能である。だが利用料を課

せば，利用回数は減少してしまう。例えば，価格

ゼロであれば利用はQn回となる。価格がPと設
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排除困難

　第1図

排除容易

準公共財としての図書館コレクシsン

価格

（利用料）

P

コレクション利用

　　に対する需要

厚生上の損失

コレクシesン

のキャパシティ

　　　　　　　　　　　　Qm　　　　　　　　　　　Qk　　　Q疑　コレクシesン

　　　　　　　　　　　　　　利用料金が誤された結果　　　　　　　　　の利用回数

　　　　　　　　　　　　　　とりやめられた翻数

第2図　排除可能だが必ずしも望ましくない公共財としての図書館コレクシsン

定されると利用回数はQmとなる。となると，利

用料金の設定の結果，（Qn－Qm）回だけコレク

シ9ン利用回数が減少したことになる．隈界費用

がゼロであるにもかかわらず，利用回数のみを減

少させていくことは厚生上の損失になるとされ

る。厚生上の損失とは，限界便益（需要曲線の一・

点）と限界費用の差のことである。図の黒塗部分

はこの損失の総和を示す。いいかえると，供給す

るための限界費用がゼロとなる財は，利用料金を

課すことが実行可能であるにせよ，無料で行われ

るべきことを要請する。またこの側面は，穆税の

根拠ともなってくる．すなわち，徴収した利用料
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金により経営ができないとすれば，フリーライ

ダー問題（個人は公共財の供給に自発的に寄与し

ようとはしないという問題）を回避するためにも

すべての入に財政を支えさせる必要があることを

指す。

ii．私的財としての図書

　上では長期的な視座からコレクシgンとしての

財をみた、次には私的財としての側面について触

れておく。私的財とは，限界費用が大きい財であ

り，ここでは「単体としての図書」，特にベストセ

ラーを想定する。コレクションではなくある一冊

の図書を短期的に想定するのだから，限界費用は

ゼロとならない。では，上と同様に，私的財とし

ての図書を図書館が供給する根拠はあるのだろう

か。結論からいえば，この短期的視座からは根拠

は見出せないとなる。なぜなら，仮に私的財が無

料で供給されるとなると過剰消費を生んでしまう

からである。これについては第3図を参照された

い。

　横軸は利用回数あるいは利用冊数縦軸は利用

料金，斜線は単体としてのベストセラー図書に対

する需要，斜線と交わる横線分は限界費用を表

す。黒塗り部分は過剰消費による厚生上の損失を

示す。価格が限界費用と等しいQmから価格がゼ

ロとなるQnまで冊数が増加したとする。個人は

その財のために支払わなくてもよいため（無料で

あるため），供給量増加に伴った限界費用が必要

となるにもかかわらず，当該財から受ける便益が

ゼロになるまで需要する。つまり，QmからQn

までの増加分に対する隈界便益と，増加分の費用

との差の分だけ厚生上の損失が生じているのであ

る。そこで現実には一一律的供給という形で消費を

制限しなければならない。換言すれば，すべての

個人に一律水準の図書を提供することで消費を管

理する他ない。具体的には，仮にある個人がより

多くのベストセラーを欲し，他方で欲しないもの

がいたとしても，市民全体に同量を提供すること

が挙げられる。だが逆に，この点が「図書館の失

敗」を生む。一律的供給では，民間市場が行うよ

うに必要牲や欲望といった個人間の差に対応させ

にくい。同様の手順・規則にのっとり，一X9水準

の図書を提供することでは，一個人の欲求すべて

を満たすことは不可能だからである。

　まとめると，図書館（公的部門）によるベスト

セラー（私的財）供給は，経済学的に見て社会的

非効率といわざるをえない。

c．外部性

　外部性とは，ある消費者や生産者の経済渚動が

価絡

（利用料）

書籍に対する需要

隈界費用

過剰消費による

厚生上の損失

　　　　　　　　　　　Qm　Qx　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く利用数／冊数）

第3図　単体としての書籍を無料で供給することによる資源配分上の歪み
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他の消費者や生産者に影響を与えることを意味す

る。損害を及ぼす場合は負の外部性，便益をもた

らす場合は正の外部性と呼ぶ。負の外部性がある

場合，個人はその全費用を負担しなくてもよいの

で，過剰な活動は続けられる。逆に，正の外部性

をもたらすような活動は全ての便益を当該個人が

享受できないため過少となってしまう。つまり，

外部性が存在する時には，市場メカニズムでは資

源配分上非効率的になる。それゆえ何らかの公的

介入が正当性を帯びてくるのである。また外部性

は二種に分類されるという。一つは，金銭的外部

性，二つは技術的外部性である。前者は，市場の

価格変化を通じて生じる場合（例：雑誌価格の高

騰は図書館の収集方針に影響を及ぼす），後者は，

市場を通じない場合（例：読書活動は当該個人の

ためだけでなく社会全体にも影響を及ぼす）を指

す。これら二つの外部性について検討を加えた

いo

i．図書流通市場の外部性

　まず，図書流通市場における金銭的外部性を考

えてみる。ただし，この側面はすでに政府の公的

介入がなされていることに留意しなければならな

い。つまり，再販制度，委託返品制度を指す。こ

れは，本来自由価格である図書が流通していく上

で生じかねない出版者・取次・書店側の売上・在

庫リスク，つまりは金銭的外部性を内在化せんと

の試みともとれる。ただし，この図書価格に対す

る政府介入により，負の外部性イコール図書の多

様さが失われるということが解消されているか否

かは明瞭ではない。

　他方，技術的外部性においては，図書館も一定

の介入をなしうる。つまり，専門図書の短期的需

要不足という外部性である。これにより，中小出

版社の淘汰を解消することがなしうるかもしれな

い。換言すれば，長期的な需要も見込んだ上で，

図書館はこの図書流通の歪みという負の外部性是

正のたあに介入する一定の根拠をもっているとも

いえる。ただしこの介入根拠は図書館の買支え力

が前提となることは論を待たない。

ii．図書館の外部性

　補足的に，図書館のもつ外部性についても指摘

しておかねばならない。これには二つの可能性が

ある。・一つは，負の金銭的外部性，他は，正の技

術的外部性という問題である。前者は，図書館と

図書市場とが代替的な関係である場合に生じる。

すなわち，読者層の取り合いという市場との競合

可能性を意味し，「単体としての図書」の側面で考

える部分が大きいだろう。後者は，図書館と図書

市場とが補完的な関係である場合に起こる。これ

は，読者層の拡大につながっていくという市場と

の協調可能性を示唆し，「総体としてのコレク

ション」の要素が濃い。だが，この問題について

は論者により捉え方が異なってくるであろうか

ら，一概に結論を導き出すことは避けねばならな

い。

d．情報の不完全性・非対称性

　第4点目は，情報の不完全性を政府介入の根拠

とする見方である。これは，消費者側が不完全な

情報しかもちえないという考え，市場のみでは情

報の供給はあまりにも過少となってしまうという

考えが前提となっている。この代表例は，レモン

心あるいはレモンの原理と呼ばれる現象とされ

る91）。レモン財とは次のようなことを指す。取引

される財の品質を売手のみが知っている場合，売

手側はたとえ当該財が高品質であってもそれを買

手側に証明するのが困難であり，また逆に低品質

であったら当該財を高品質と偽る誘因をもった

め，結果として市場に出回る財の質が落ちてしま

う現象である。よりいえば，経済主体間で情報量

が異なる状態のことを示す。

　図書市場に限ってみた情報の不完全性は，おそ

らく二点指摘しうる。一つは，図書内容＝情報と

捉える場合，二つは，図書内容の情報＝情報と捉

える場合である。前者の場合，例えば短期的な需

要しかない専門図書の出版者の存在に，あるいは

図書のショーウィンドウをもたない地域に住む

個々人の存在に，情報の不完全性が生じている可

能性がある。この側面に関しては，図書館が図書

を収集・提供することで，情報の不確実さを解消

し，出版流通・内容の多様性を保証することが理

論的には可能であろう。後者の場合，図書を需要

する個々人に情報の不完全性が起こっている可能
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性がある。この点に関しては，目録で所在情報を，

書誌等で主題情報を提供し，不確実さを減少させ

うると実際面は抜きにしていえる。あるいは，図

書市場に限らなくても図書館サービスは情報の不

完全性の緩和に寄与しうる。上にも述べたが，そ

もそも情報は純粋公共財に近く，もう一人の個人

に情報を与えることは，価値は別として，他人の

情報量を減少させない性質をもつ。効率性の観点

からすると，情報は無料で提供されるのがよい。

よりいえば，情報を伝達するために実際にかかる

費用だけが課されるべきとなろう。

　このような意味からして，貸出サービスやデー

タベース利用などにより，消費者側が情報を入手

することで，情報の不確実さが緩和される側面も

ある。とはいえ，現実にそのような図書館機能が

働いているかどうかは疑わしい。むしろ，出版流

通制度には公的介入が既に存在することもあり，

市場自体で解決しうる部分が大きいのかもしれな

い。評価の分かれるところだろう。

をもって公平と見なすかという点に連なってい

く。けれども，経済学的観点からは，この問いに

対する解は現状では導き出されていない。

b．価値財

　一般に価値財とされるものが存在する。それら

は公的部門により消費を強制する財ともいえる。

政府がある個人よりも当人にとって価値があるも

のを知っているということが前提となるが，この

ような考えは一般に温情主義（パターナリス

ティック）と呼ばれる。ここでの議論に則してい

えば，図書を読めとの論理は図書が価値財である

と認識されている部分があることを示唆しよう。

あるいは再販制度が厳として残存しているのは，

価値財としての図書という捉え方が日本において

は根深いということを物語っているのかもしれな

い。となれば，図書館コレクションとしての図書

は，一種の価値財と見なせなくもない。しかしこ

のような見解は，現在では根拠薄弱と見なされて

いる。

4．その他の理論的根拠

　市場の失敗だけでなく，その他にも公的介入の

理論的根拠は唱えられている。表現を変えれば，

パレート最適な状態であったとしても，公的部門

の介入を求める議論が存在していることを示す。

以下では，分配の結果の問題と，価値財という側

面の二点について若干ではあるが触れておく。

a．分配の結果の問題

　前提となるのは，市場経済から生ずる分配が社

会的に公正であるとする理由は何もないとの考え

である。経済がたとえパレート効率であっても，

所得の再分配については何も語ることはできな

い。よりいえば，競争市場によって実現された効

率性に基づく最適解が社会的な最適解と一致して

いない場合に介入根拠が求められうる。図書館

サービスについてみれば，例えばアウトリーチ

サービスが挙げられるだろう。所得階層での公平

性という面での差を是正するたあに，効率性を抜

きにしてサービスを行う根拠となりうる。しか

し，公平性と効率性との間にはトレードオフの関

係が存在する可能性がある。そこでの問題は，何

5．経済学的観点からの「図書館の公共性」

　市場の失敗，所得再分配，価値財という点から

捉えた公共図書館の理論的存在根拠は限定子付き

なものに過ぎないことが明らかとなった。だが少

なくとも市場との対比から，あるいは社会的効率

性という観点から公共図書館の存在根拠を見出せ

ることを示唆しえた。その可能性が「公共性」と

いうキーワードである。ただし，これらの議論は

主として社会的効率性という視座からなされてい

る。従って，例えば効率と公正とのトレードオフ

の関係のように，解が導き出しえない領域が存在

する。このような側面を，ここでは効率性と比し

て，社会的効果の側面と呼ぶこととする。

　次馬では，このような社会的効果の視座から図

書館の「公共性」について補記していく。なお，

「社会的効果」という語は，1章B節で使用した

「対社会効果」とほぼ類似の意味合いで用いるが，

後者はあくまで図書館を主体として捉えた場合の

社会に対する効果，前者は社会という枠から照射

した場合の図書館の効果というニュアンスを含ま

せている。
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B．社会的効果の側面から捉えた「図書館の公共

　性」

　上では経済学的側面から図書館の「公共性」に

ついて触れた。ここでは次に，社会（哲）学的視

座から図書館の「公共性」を概括する。主たる目

的は，図書館における「公共性」議論の展開可能

性に光を当てることにある。しかし，このような

切り口は極めて大きなテーマであると同時に，議

論自体は存在するものの92），図書館・情報学分野

における理論的蓄積はいまだ少ない。そのため，

あくまで概観を軽く素描する程度に留めたい。

1．「公共性」

　社会学分野では一般に，「公共性」とは“17・18

世紀のヨーロッパで成立した，政治的公論を形成

する社会関係のこと”を指すとされる93）。封建的

支配が市民：革命により崩れ去ったことに伴い，市

民は公衆という存在となっていく。公衆としての

市民は公論あるいは世論を形成し，自身らの意思

を反映すべく公論を武器に公権力と対峙する。こ

のような公論形成を媒介したのが，サロン，コー

ヒーハウス，新聞，雑誌などのメディアであった。

自律した市民らは，空間的に散在しながらも，メ

ディアや日常会話を介し，開かれた討論を展開し

ていき公論形成の担い手となっていく。

　このような討論による合意，つまりは公論を政

治的秩序の根幹に据えなければならないとするの

が，社会哲学者J．Habermasの言である。だが彼

はその著『公共性の構造転換』において，民主的

な政治秩序の基盤となるべき公共性が現在では大

きく変貌を遂げ，構造転換してしまったと主張し

た94）。すなわち，大衆民主主義の浸透とマスコミ

の肥大化，ひいては国家の行政国家化・福祉国家

化がその要因となったという。つまり，公権力側

と市民側との言説力のバランスが不釣合いなもの

と化したのが現代社会だとする。よりいえば，公

共性をどのように復権・保証するかということが

今日的な課題となる。これは，今日の日本におい

ても大きなテーマとなってきている95）。本節にお

いても，このような意味での「公共性」と図書館

との関係を見ていく。すなわち，市民の公論形成

過程と公共図書館は関わっているのか，あるいは

関わりえるのかという側面から述べていく。以下

からは，公共図書館と公共性との関係概念の構図

を描いた第4図をもとに議論を進める。

2．公共圏と公共的空間

　Habermasのいう公共性の訳語としては，日本

においては公共圏という語が一般に当てられてい

る96）。言説の空間という意味を含ませた表現と

いって差し支えない。だが，現実には公共性とい

う言葉自体は多義的に用いられることが多い。特

に日本においては，公的権力を指し公共性という

語が使用される場合もある。ただし，本節で扱う

「公共性」という語は，先に述べたような公的権力

と距離をおく市民側の対抗的概念として捉えてい

る。

　斎藤は，この意味での公共性を二つに区分して

考えるべきと説く97）。一一っは，複数形で扱いうる

「公共（publics）」であり，二つは，単数形で扱いう

る「公共（public）」を意味する。ここでもその論旨

に与し，公共性を二分して捉えたい。つまり，前

者に関しては，“一定の人々の間に形成される言

説の空間”を指し，「公共圏（Offentlich－keiten）」

という語を使う。これは，特定の場所において，

特定の人々により紡ぎだされる言説の空間であ

る。第4図でいえば，第一象限に等しい。例とし

て，市民運動やコミュニティ形成活動などが挙げ

られる。本項ではこの部分に公論あるいは世論が

存すると考えたい。後者に関しては，“さまざまな

「公共圏」がメディア（出版メディア・電波メディ

ア・電子メディア等）を通じて相互に関係し合

う，言説のネットワーキングの総体”を示し，「公

共心空間（Offentlichkeit）」という語を用いる。こ

れは，不特定の場所において，不特定の人々によ

り形成されていく言説の空間といってよく，第二

象限に相当する。具体的には，新聞，テレビ，イ

ンターネットなどが当該象限に含まれてこよう。

なぜなら，情報（言説）を扱う産業・事業体の提

供する財は，前節でも見たように，公共財として

の情報（言説）という側面を有すからである。だ

からこそ，強い倫理性が問われるのである。おそ
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第4図　公共図書館と公共性との関係概念の構造

らく公共図書館もこの範疇に入るかと思われる。

　付随的に倫理性という点で述べれば，公共図書

館はかなりの程度高いものを保持していると見な

せなくもない。加えると，この図書館を含むマス

メディアとしての公共的空間が肥大化することで

「想像の共同体」を生むこととなり98），あるいはマ

ス化・商業主義化していったことで大衆民主主義

化が促進されていったといえる。これら第一第二

象限は客観的世界，あるいは公的領域のベクトル

に含まれてくる。

　図中の第三象限は，文化を消費する存在として

のマスによる消費経済社会を意味する。換言すれ

ば，受動的な存在としての大衆の無批判意識ある

いは労働的（道具的）行為の領野を指す。労働的

行為とは，目的合理的であり成果志向的な行為・

意識を意味している。これは，主体と客体との関

係から成立しうる。また第四象限は，対抗的な言

説を創造する可能性をも？領域として，カウン

ター・カルチャーと呼ぶこととする。換言すれ

ば，生活実感に根ざした意識的・無意識的な批判

意識またはコミュニケーション的行為の領野を指

す。

　コミュニケーション的行為とはHabermasが

導入した社会的行為の一類型である99）。彼によれ

ば，言語を媒介とし，行為者相互が了解していく

ことを志向し，互いのコミュニケーション能力に

よって相互的な調整を図る行為のことを意味する

という。これは，あくまで主体と主体との関係か
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ら成立しうる。両象限ともに，先と比較して，生

活世界あるいは私的領域のベクトルに含まれる。

なお，生活世界とはもともとE．Husser1の提唱し

た概念であるが100），ここでは日常生活とほぼ同

義の語として扱う。

　加えて，マトリクス上を横断する線についても

触れておく。当該図では，第二第三象限の極を

「言説・文化・情報の生産と消費」，第一第四象限

の極を「言説・文化・情報の創造」と設定した。

前者は労働的行為，後者はコミュニケーション的

行為の側面を強調したかったゆえである。すなわ

ち，，生産と消費とは表裏の関係であり，同一一性を

帯びている。これは主体と客体との目的合理的な

交換を前提としている。一方，創造は消費される

ことはない。模倣されることはあれ，創造は新た

な創造を生む他にない。このことは，主体と主体

との了解志向的なコミュニケーション的行為を前

提としている。このような意味からマトリクスの

外枠を設定している。また図中の言説とは，話さ

れたことば，書かれたことばの総体を示す。文化

は言説を通時的・共時的に捉えた場合，情報は言

説を共時的に捉えた場合のことを意味している。

3．生活世界の植民地化と対抗的コード

　前項では，畑中の各象限および四極の説明を

行った。次には矢印部分について述べていくこと

とする。

a．生活世界の植民地化

　第二象限から第三第四象限に向けられた太線矢

印は，図書館を含む生活世界の植民地化を表す。

また，二次元マトリクスの上空に位置する国家か

らの矢印も同様の事柄を示す。生活世界の植民地

化とは以下のようなことを意味する101）。

　近代における「生活世界の合理化」は，一

種のシステム合理化を可能にするが，このシ

ステム統合は了解による統合原理と競合し，

場合によれば逆に生活世界を解体するという

反作用を及ぼす。（省略）これは，システムが

自己本来の場である物質的再生産の領域にと

どまらず，文化的再生産の領域に越境してく

ることを意味する。それが人格の形成に影響

を与え，アイデンティティの危機が生じる時

は，「内的植民地化」と呼ばれる。

　より具体化して述べれば次のような事柄を示

す。“家族は，企業に対しては商品の単なる消費

者，公権力に対しては公的保障の単なる受給者

（クライアント）に縮小する”現象，あるいは“大

衆文化の消費の場としてのマスメディアは，有名

人などの私的経験の単なる暴露（スキャンダル）

の場となる”現象などを意味する102）。繰り返しに

なるが，この生活世界の植民地化が公共性の構造

転換をもたらしたと捉えられるのである。

　このようなマスメディアあるいは国家の私的領

域への介入を強調する考えは，図書館・情報学分

野においても見受けられ，例えばHarrisの指摘

が挙げられる103）。大雑把に述べれば，図書館は必

ずしも価値中立的な存在ではなく，何らかのイデ

オロギーを有し，そのイデオロギーを大衆に伝達

することで文化的再生産が生じているとの見解を

指す。これは，図書館による生活世界の植民地化

も現に起こってきたという事実を露としている。

ただし現実社会は，生活世界の植民地化という単

方向の太線だけで言説空間が成立している訳では

ない。

b．対抗的コード概念

　ここでは，公的権力による生活世界の植民地化

に対する私的領域側からの反応について触れてお

く。その際の概念ツールとして，カルチュラルス

タディーズの旗頭であるStuart　Hallのコード論

を援用することとする。そこでまず，このコード

論について説明していく。

　ここではカルチュラルスタディーズが何たるか

ということについては述べない。日本において

は，80年代に解釈論的な枠組みをもつマスコ

ミュニケーション研究として，90年代には差異

の政治学研究として導入されたことを補記するに

留めたい104）。あくまで，そのフロントマンである

Ha11のいう「エンコーディング／ディコーディン

グモデル」の外枠を紹介することを目的とす

る105）。手始あに，エンコーディングの意味すると

一　55　一



公共図書館へのマーケティング概念導入の意義：「公共性」に基づく外部環境適応の視座

ころを述べたい。これは，伝達すべき内容をメ

ディアがメッセージとして記号化する際に，そこ

に一定の意味付けを与える過程を指す。とはい

え，マスメディアを取り巻く政治・経済・文化的

条件の多様性に応じてエンコーディングにも複数

の可能性がある。しかし，全体としてはその社会

の支配的イデオロギーの枠に沿ったものが優先さ

れやすい。このことを優：先的意味付けと呼ぶ。

　だが，メッセージは一義的解釈を必然的に導く

ほどに自明なものではない。つまり，複数解釈の

余地をもったテクストとして受け手に示される。

そして受け手は各様の社会・文化的条件を背景と

した独自の解釈を行う。この過程をディコーディ

ングという。ここで受け手は刺激としてのメッ

セージに反応する受動的な存在ではなく，メッ

セージに意味を付与する能動的な主体として位置

付けられる。だが，その際の主要なパターンは権

力側がメッセージを込めた優先的意味付けを再生

産する「支配的コード」だと見る。

　とはいえ，この他にも読み込み過程は存在す

る。それらを，「交渉的コード」，「対抗的コード」

とHallは区分した。前者は，優：先的意味付けを一

般的には受入れながら部分的に対立的な読み方を

するディコーディングを示す。後者は，優先的意

味付けと真っ向から対立するディコーディングを

意味している。つまるところ，これら3っのコー

ドのせめぎあいの中で解釈をめぐる闘争のプロセ

スを見ていかんとするアプローチであり，また文

化というものは多層的な戦略の場であるという視

点から生み出された考え方といえる。

　このような概念と連動させて，図では，第三象

限における主なディコーディングを「支配的コー

ド」，第三象限から第四象限に移行する段階にお

けるディコーディングを「交渉的コード」，第四象

限におけるディコーディングを「対抗的コード」

と設定した。「支配的コード」からは生活世界の植

民地化の太線に対する線は存在していないこと，

逆に「対抗的コード」からはカウンターとしての

矢印線が伸びていることが図から窺えよう。つま

り，受動的存在としての大衆による消費経済社会

は，マスメディアによりほぼ植民地化されている

ことを示す。一方，自己実現・自己表現という転

換要因により，カウンター・カルチャーの領域に

移行した場合，そこには強い読み込み過程が存在

してくる。このことは，生活世界の植民地化だけ

で事態を把握することはなしえないことを意味し

ている。換言すれば，言説空間は社会的相互作用

により構築されていくものなのである。これは，

上空に位置する国家との関係についても当てはま

る事柄だろう。

c．議題設定と議題変容

　補足的に，単点線矢印についても触れておく。

一つは，第四象限から第二第一象限へと進む線，

二つは，第四象限から第一象限への上向きの線で

ある。前者は，上述した対抗的意味付与作業によ

り，公共圏が導出しえる可能性があることを示唆

している。だが同時に，公論の軸となる議題は第

二象限によって設定されている。これは，マスコ

ミュニケーション効果研究において提唱されたメ

ディアの議題設定機能を示す106）。その骨子は，

ニュースや報道が繰り返し流されることで受け手

側の話題や議論の争点がある程度決定されてしま

うという仮定に存する。つまり，対抗的コードは

あるものの，対抗する議題自体は公共的空間に

よって設定されていることが多々あることを表

す。後者の矢印は，歴史・社会的に議題が変容を

見せる場合もあることを意味する。例えば，フェ

ミニズム・ジェンダー問題や環境問題などが挙げ

られよう107）。すなわち，私的領域における議題が

開かれた公共圏へと昇華していくことも当然考え

られるのである。

4．公共図書館と「公共性」

　ここまで図4の概観を素描してきた。次には，

図書館と公共性との関係について述べる。裏返せ

ば，社会的効果という側面から捉えた「公共性」

という社会的存在根拠を簡単ではあるが探ってい

くこととする。従って，議論は図4中の第二象限

を軸に転回させていく。

a．公共圏を形成する素材・機会を提供する図書

　　館

　ここでは，公共圏を市民が形成していく上で必
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要となる素材・機会を図書館という制度が保証し

ている点について述べたい。これは，議論に素

材・機会を提供する制度という側面であり，図4

では図書館から公共圏へと伸びた線①を指す。再

度，公共圏の特徴を記せば，特定の人々がコミュ

ニケーション的行為により特定の開かれた場所で

紡ぎだす言説の空間，となる。このような条件の

確立に図書館は次の点で寄与しうる可能性をも

つ。すなわち，議論を形成していく上での議題・

素材（図書や雑誌等）あるいは機会（場としての

図書館）を提供しうる点，言語によるコミュニ

ケーションが円滑に進められるにはある程度の語

彙力（図書・雑誌・データベースなどから得られ

た情報量）が必要となる点，公開無料原則により

誰にでも開かれた機会を提供しうる点などが考え

られる。

　F．Websterの言に従えば，議論の素材となる

“情報が公共圏の核”となるのである108）。となれ

ば，図書館の情報提供機能は，公共圏ひいては市

民による公論の形成に理念的には必要不可欠とい

える。そして誰にでも開かれた空間は，公共圏を

形成していく上で有益な機会となる。つまり，図

書館は所蔵する資料により公論形成を導出しうる

可能性をもつ。ただし逆説的に述べれば，公論形

成の導出を可能とするような積極的働きかけ，質

ある資料の提供が欠かせないことは論を待たな

い。

　①の側面においてはもう一つ処理すべき問題点

がある。つまり，素材提供機能そのものがもつシ

ステム的性格は無視しえるのかという課題を指

す。換言すれば，生活世界と対抗する行政側が設

置し，素材・機会を提供しているということをど

のように捉えればよいのかという問いである。確

かに，権力側が収集・蓄積したものがエンコー

ディングされ提供されるのだから，優先的意味付

けに基づく読込みが支配的であるかもしれない。

この点を強調すれば，先のHarrisの議論に連

なっていく。とはいえ先述したように，現実には

優先的意味付けと対立する交渉的および対抗的

コードが厳として存在する。

　利用者が自身の意思で欲する図書・情報を求め

に行く場という意味で，図書館は双方向的な要素

を強くもつ。収蔵能力や検索システム等の影響か

ら議題はある程度設定されてしまう部分はあるも

のの，それでも利用する側の読込み能力は相対的

に高いといえるだろう。つまり，市民対権力側と

しての図書館というレベルで捉えれば，完全とは

いえないが，ある程度この問題はクリアされてい

ると主張しえる。例えば，ある社会問題が浮上し，

市民側が行政側に対して，了解志向的なコミュニ

ケーション行為に基づき具体的な解決案を提示し

ようとする際理論武装として図書館がもつ素材

を活用することは，まさに対抗的コードに基づく

ディコーディングを行っている証左となろう。ま

たは公共圏確立の道具立てを市民自らが準備した

ということを意味しよう。

　すなわち，図書館は公論形成のための素材・機

会を提供しているのであり，さらには公共圏を可

能ならしめるたあの制度的基盤と理念的には見な

しうる。あるいは，このことが情報公開制度と図

書館という文脈での基礎的な根拠として挙げられ

るのかもしれない。

b．コレクション＝・言説空間としてのメタファー

　　的図書館

　図書館と公共性との関係についての第二点目と

して，コレクション自体が言説空間となっている

ことを指摘したい。これは，図中において図書館

から図書館へと結ばれてある曲線矢印，および公

共圏から図書館へと伸びている矢印②を示す。

　書物という書かれたものを，他者の存在を前提

に（あるいは相互理解しようとする意思が前提の

もとで）言葉を介してなされるコミュニケーショ

ンとして捉えたとしたら，図書館はまさに通時的

にも共時的にも開かれた言論活動を保証する制度

と捉えうる。単純化していえば，右の図書もあれ

ば左の図書もあり，何らかの問題を異なる角度か

ら論じた図書も建前上保有する。理念的には良質

なフィルターにかけられ，主題ごとにコレクショ

ン化された公論が束ねられている。また言葉を用

いた討論がメタファー的にコレクション内で行わ

れていると見なせなくもない。

　再度，公共的空間の定義を記すと，不特定の

一　57　一



公共図書館へのマーケティング概念導入の意義：「公共性」に基づく外部環境適応の視座

人々が不特定の場所において形成していく言説の

空間，となる。図書館コレクションはまさにこの

定義に合致していることが再確認しえる。すなわ

ち，図書館コレクションは時空間を越えた言説空

間であり（時間軸を有す特定しえない討論の場），

不特定の人々（多数の著者）によってそれらは形

作られていく。さらに図書館は，他のメディアと

比較して，公的サービスである以上高い倫理性を

要請されている。それにより，理論的には良質な

フィルター機能を通した資料の保存・提供が可能

となる。となれば，第二象限自体の自浄作用力を

あわせもっといえる。しかもそれは公開という原

則付きで行われる。従って，対抗的読込み作業が

他のメディアと比較して容易となり，公論形成へ

の足掛かりが導き出しやすい。加えれば，このよ

うな意味でのコレクションは矢印①として公共圏

の形成に役立てられていく。裏返せば，矢印①は

矢印②なしには成立しえないことが指摘しうる。

さらには，公論となった議題は公共的空間におけ

るテーマへとフィードバックしていく。具体的に

は，言説がパッケージ化されていく。次いで，

パッケージ化された言説は，単体の図書として，

再び図書館のコレクションへと循環的に包含され

ていくのである。

　より現実社会の文脈で言えば，いわゆる良質だ

が短期的には売れない図書を出版する中小出版者

を支えうるという意味からして，図書館は言論空

間の形成に一役も二役もかうことが可能である。

つまり，公共的空間としての図書館コレクション

は，他のメディアとは質の異なる資料が求められ

ているといえ，また公共圏形成のたあの素材を収

集しておく必要があるといえる。この条件が整え

られた時に初めて，図書館が公論形成に関わりを

もっことが可能となるのである。

5．日本における「図書館の公共性」

　ここまでの議論に従えば，理論的には図書館は

公論形成過程に寄与しうるといえる。その要件

は，公論形成に役立っコレクションが存在するこ

と（矢印②），それらコレクションを介して素材・

機会を市民に積極的に提供していくこと（矢印

①），となる。だが，こと日本においては両要件と

も不完備な状態にある。矢印①に関しては，これ

までほとんど省みられなかった機能といえる。今

後は，地域課題解決へ向けての運動などに関わっ

ていく方向性が望ましいといえよう。でなけれ

ば，積極的な意味での「図書館の公共性」は主張

しえない。矢印②に関しては事態が深刻さを増し

ている。つまりは「無料貸本屋論」で提起された

ような図書館コレクションに期待される「公共

性」への疑念が生じていることを指す。換言すれ

ば，矢印①を導く条件をもった言説空間が保持さ

れなければならない。そうでなければ，図書館は

公論形成に関与しえないばかりでなく，存在意義

自体が疑問視されかねない。さらに実践的な視座

からいえば，選書論を戦わせるというよりはむし

ろ，コレクションの質や多様さを吟味・調査しな

ければならない時期にさしかかっていると思われ
る109）。

C．社会的存在根拠に立脚した経営学的最適解

　本章では，経済学および社会学的視座から「図

書館の公共性」について整理した。前者の社会的

効率性という観点からは，少なくとも市場とは異

なるコレクションでなければ正当性は主張しえな

いことを指摘した。後者の社会的効果という観点

からは，公論形成に寄与しうるコレクション構築

が肝要であることを論じた。だが，双方の結論と

もに留保条件を付けておかねばならない。つま

り，あくまで理念的な次元での可能性を述べたに

過ぎないことを指す。現実には，「貸出の市場化」

に伴いコレクションは市場と競合する恐れが生じ

ている。またそれを受ける形で，公論形成のため

の素材であるべきコレクションは，大衆によって

消費される商品財的側面に傾いている嫌いがあ

る。すなわち，図書館の社会的存在根拠である

「公共性」に立脚した経営体制が確立されていな

いことを意味する。だからこそ，外部環境適応に

失敗しているのである。

　1章では，このような外部環：境適応の失敗を解

消することを狙いとし，マーケティング概念導入

の必要性を説いた。次いで本章では，「公共性」と
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いう外部環境適応に失敗している源，裏返せば社

会的に要請されている成功条件の部分を整理した

といえる。となれば，さらなる段階としては，図

書館を主体とした場合の経営学的な最適解を導き

出すたあの方向性を提起する必要がある。換言す

れば，社会からの期待と図書館経営の実際とを合

致させることで，外部環境に適応することが可能

となると思われる。そこで，社会的存在根拠であ

る「公共性」に立脚した経営学的最適解導出への

方向性について，次章からは論じていくこととす

る。

III．競争分析の視座：

外部環境適応へ向けて

　外部環境適応を目的とする図書館マーケティン

グ論の根幹は「公共性」に存する。「公共性」とは

社会から要請された図書館像と等しい。逆に図書

館を主体として考えれば，「公共性」を軸にした経

営体制，コレクション構築，サービス提供が期待

されているといえる。だが実際には，この「公共

性」の部分が綻びを見せはじあたがゆえに，外部

から疑念の声が生じているのである。だからこ

そ，「公共性」に基づき，対社会を第一義とした効

果的効率主義を理念とする図書館マーケティング

概念を導入する必要がある。そして，これを現実

レベルで実践するには対ステークホルダーの視座

をも取り入れておかねばならないことは繰り返し

述べてきた。

　つまり，図書館マーケティング概念をステーク

ホルダー志向と定義し，効果は「公共性」に根付

いたものでなければならないと仮定すれば，ス

テークホルダーとの関係性に目を向けた戦略的経

営の必要性が高いといえ，そのたδ6にはまず，図

書流通業界の構図および競合可能性（公共性の歪

曲部）を把握し，市場を意識した戦略的ポジショ

ニングをとるべきといえる。

　そこで本章ではまず，ステークホルダーとの関

係性構築の意義，定義，方向性についてA節で整

理する。次いで，B節では戦略的ポジショニング

の意義，定義，方向性について述べていく。これ

ら作業により，概念レベルでの図書館マーケティ

ング論が一応の完成をみることとなろう。だが，

問題はこの概念を実践レベルに落とすことにあ

る。すなわちマーケティングミックスに代表され

るように，手法レベルの図書館マーケティング論

については触れえていないことを指す。そこでC

節では，マーケティング手法確立のための足掛か

りとして，競合可能性を見極めること，業界構図

を把握することを目的とした競争分析の枠組みに

ついて論じる。外部環境の実際を明瞭にしないこ

とには，図書館マーケティング概念を戦略として

実行していくことは不可能なゆえである。つま

り，本章は戦略実行への橋頭塁を築く試みと位置

付けられる。

A．ステークホルダーとの関係性構築

　まず，ここでは図書館におけるステークホル

ダーについて再整理しておく。

1．ステークホルダー概念

　1章においてもステークホルダーとの関係性構

築が必要なことに関して述べた。では，ステーク

ホルダーとは何を指すのか。ステークホルダーの

定義として，当該理論の先駆者とされる経営学者

R．E．　Freemanは，“ある組織におけるステーク

ホルダーとは，組織目標の達成によって，影響し

たり，あるいは影響されたりしうる集団，または

個人のことを指す”という110）。さらに彼は，現代

の企業はこれらステークホルダーとの関係性を構

築しなければ社会的に正当化されないと説く。

　このような概念は，先にあげた関係性マーケ

ティングの議論が生じる以前から，経営学分野の

ビジネス倫理の領域においてステークホルダー理

論として提起されていたものであるlll）。この理

論の主張を一言で表すとしたら，次のようにな

る。倫理的な企業経営とは，株主（ストックホル

ダー）の利益のみに関心をおくのでなく，従業員

や消費者，供給業者，地域コミュニティなど，利

害関係者（ステークホルダー）全体の利益を最大

にすること，となる112）。当該理論の根底を流れる

のは，企業は社会を構成する一要素に過ぎないと

の考えにあるかと思われる。換言すれば，企業の
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社会的責任は強く問わなければならない問題とす

る発想である。

　確かに，ある事業体は様々な他の組織・個人と

の関係性の上で成り立つ。だからこそ，利害を共

有しあっているステークホルダーをも視野に入れ

た経営が望まれる。ただし，おそらく本項で取り

上げるべき問題は二つに集約されるだろう。つま

り，一つは，企業の倫理面での議論の高まりと比

較して公共図書館の社会的倫理性はどこまで真摯

に問われてきたのだろうか，あるいは，では誰が

図書館のステークホルダーなのか，ということを

指す。

　一つ目の問題は一概に論じえない。確かに，図

書館業界は『図書館員の倫理綱領』や，『図書館の

自由に関する宣言」を掲げてきた。だが，現実に

はどうだろうか。対利用者との関係，特にプライ

バシーの問題などが強調されすぎてはこなかった

か。逆に，対ステークホルダーとの関係は真剣に

議論されてきたとはいい難いのではないか。より

いえば，出版者・著述業者から「貸出の市場化」

に対する疑念が起こっていることは，ステークホ

ルダー概念が看過されてきた証左と見なせなくも

ない。

　二つ目の問題についても断定的な答は見出しに

くい。ステークホルダー理論においてもこの点は

指摘されている113）。どこまでをステークホル

ダーとするかは論者・環境によって異なるのであ

る。よりいえば，何を問題とするかによって，含

むべきステークホルダーを便宜的に定義していく

由ないといえる。そうでなければ，実際的な概念

ツールとはいえないからである。そこで次には，

図書館におけるステークホルダーを便宜的に設定

することを試みたい。

　例えば，双方とも大学図書館を対象としたもの

だが，R．　J．　CullenらやJ．　Crawfordらの調査が

挙げられる114）・l15）。前者におけるステークホル

ダーという語の指すところは，資金提供者，上級

図書館職員，その他図書館職員，教員，大学院生，

学部学生の6種と設定されていた。また後者で

は，パートタイム学生，フルタイム学生，パート

タイム院生，フルタイム院生，大学院研究生，研

究員，大学教員，上級図書館員，その他図書館員，

大学管理者の10種とされていた。大学図書館を

想定していることもあり，これらステークホル

ダーの範囲は，先に示した定義からすると，極め

て制約された捉え方といえる。すなわち，資金の

供給者および利用者に限定されてステークホル

ダーという語が用いられていると整理しえよう。

だが公共図書館に限ってみれば，これだけでは不

十分に過ぎる。例えばKinne11は，民間部門と継

続的な比較を行わなければ公共図書館サービスの

質は保証しえないことを指摘しているl16）。

　図書館は今や，他の資料提供者および情報

提供者と比較した上で，自身のサービスを評

価することを要請されている。例えば，書店，

データベース提供者，民間のビジネス情報提

供業者を指す。公共サービスは民間とは異な

るという指摘があるにも関わらず，実際に

は，書店や出版者のような営利的活動，付加

価値的なビジネス情報サービス，商業ベース

のビデオやCDの貸出を発展させていく方向

性に傾いている嫌いがある。（省略）顧客およ

びステーホルダー双方にとってのサービスの

質とは何かをより深く考えていく必要性があ

ろう。

2．公共図書館のステークホルダー

　図書館・情報学分野においてもステークホル

ダーという語が用いられることがある。特にそれ

は評価研究の領域で確認しえた。その骨子は，図

書館を取り巻くステークホルダーの視点から，ボ

トムアップ的に図書館サービスの評価を行わんと

する試みである。

　すなわち，公共図書館のステークホルダーには

代替的な業者も含めておく必要がある。なぜな

ら，書店や出版者等から評価されない図書館サー

ビスに「公共性」があるとは思えないからである。

これは，市場への配慮という倫理だけにとどまら

ない。自身の存在基盤・強みを強化していく契機

となりうることも示唆している。このような意味
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から，公共図書館のステークホルダーを便宜的に

設定しておく。含まれるべき対象は，資料・資金

を供給する関係にあるもの（行政・出版者・著述

業者等），資料を利用する可能性をもつ関係にあ

るもの（利用者・未利用者・地域コミュニティ

等），代替的・補完的な関係にあるもの（書店等），

そして図書館内部に存するもの（職員・他の図書

館等）と考えたい。

3．利害の調整

　マーケティング分野においてもステークホル

ダーを対象とした議論が展開されてきた。ステー

クホルダーとの関係性を築くことなしに成長はあ

りえないとの論である。マーケティング分野の大

家とされるKotlerも，ステークホルダーを視野

に入れたマーケティングの重要性を指摘してい

る117）。またR．L．　Millerらは，各ステークホル

ダーと価値を交換することで利害は調整しうると

説く118）。交換概念はステークホルダーとの関係

についても拡大援用しうるという論理展開であ

る。交換理論の限界（短期的な関係が強調される

危険性）については先に触れたものの，関係を築

く手掛かりとしては有益な発想かと思われる。

　ただし，望むべきは長期的な関係性の確立であ

る。畑瀬らは，ステークホルダーとの関係性構築

戦略としてのマーケティングの意義は次の3点

に存すると指摘しているl19）。つまり，当該関係者

との関係を総合的に改善する点，社会規範との逸

脱を克服しうる点，社会的イメージの戦略的形成

を進ある点，の3点を指す。この指摘を公共図書

館の文脈で解釈するとどうなるか。

a．当該関係者との関係を総合的に改善する点

　公共図書館は一般に内部志向に陥りがちであ

る。対利用者の関係が過度に強調されるのはその

証左である。とはいえ，対利用者のみを考え利用

率を高めていけば，現体制での行政側の評価も高

くなる。利用者・図書館・行政だけをとってみれ

ば発展・成長と見なせなくもない。しかし，この

ような内部志向の進展は外部環境とのズレを生

む。「無料貸本屋論」の台頭はその具体例といえる

だろう。だからこそ，ステークホルダーとの関係

を長期的に築くというベクトルを経営姿勢に含め

る必要がある。長期的な関係性構築であれば，短

期的なズレの修正がきくのである。

b．社会規範との逸脱を克服しうる点

　公共図書館は，利用者と資料を結ぶといった使

命に強く支えられている。このような情熱は過度

に強調される場合があり，時として社会規範との

逸脱を生むことがある。例えば，著作権と絡むコ

ピー問題を想起されたい。使命に固執するあま

り，問題なしと正当化する傾向も見受けられる。

だが，それにより社会規範との軋礫がもたらされ

ることに注意を払うべきだろう。意識的にステー

クホルダーを同定し，それらとの関係性を構築し

ていく必要がある。でなければ，長期的に見て社

会的に意義のある存在とはなりえない。

c．社会的イメージの戦略的形成を進める点

　公共図書館のイメージについては，おそらく一

般的にいってあまり好ましい意見は導出されない

だろう。しかし，社会的存在である限り，社会的

イメージの悪化は，その存続にとって致命的とな

る。仮に「無料貸本屋」的イメージが市民の間に

も蔓延したとすると，公的に運営されていること

の意義さえ問われかねなくなってしまう。戦略的

に，利用者だけでないステークホルダーに「公共

性」を強く訴えていく必要がある。これはまた，

自身の位置付けを再考する契機ともなりうる。

　ステークホルダーとの長期的な関係を築くとい

うことは，それぞれの利害を調整するということ

と等しい。利害を明らかにし，利害の衝突を回避

し，相互の益を高めることで関係性は良好なもの

となる。このような姿勢をここではステークホル

ダー・アプローチと呼ぶこととしよう。次なる課

題は，ではステークホルダー・アプローチに基づ

いた場合，社会における公共図書館のポジション

をどのように具体化すべきか，何と具体化すべき

かということとなろう。次節ではこの問題につい

て述べていく。

B．公共図書館のポジショニング戦略

　生存競争に打ち勝っためには，その効果を如何

に社会に訴えかけていくかという戦略こそが肝要
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である。その際に，マーケティング概念が導かれ

てくるのである。外部環境適応の経営機能はマー

ケティング概念に包含しうる。けれども公共図書

館は，まずもって効果そのものの定義付けが必ず

しも明瞭でない。そのため，戦略自体が描きにく

いのかもしれない。だが先に論じてきたように，

「公共性」に基づいていること，ステークホルダー

に評価されうることが図書館の対社会に関する効

果の要件とはいいえる。これら要件に基づき，図

書館は独自のポジショニングを取るべきである。

ポジションが確立しなければ，マーケティングの

実践は可能とならない。そこで，本節では「公共

性」に立脚した，ひいてはステークホルダー・ア

プローチに基づく公共図書館のポジショニング戦

略について整理する。

1．ポジショニング戦略

　日本企業の国際競争力の脆弱さを分析したM．

Porterおよび竹内は，その敗因として日本企業が

独自のポジションを獲得するのではなく，一般的

な模倣戦略を取る傾向にあったことを挙げてい

る120）。あるいは行政に関しても，独自のポジショ

ニング戦略を行わなかったことが制度疲労につな

がった原因との指摘もなされている121）。単純化

していえば，中央集権型ではなく，地域独自の個

性を打ち出した行政でなければ，地方分権は成立

しえないとの発想である。確かに，自身の相対的

位置付けを明確化せずして，外部環境には適応し

えない。一般に，ポジショニングとは以下のこと

を意味する122）。

　市場における競争製品に対する自社製品の

差別的な位置付けや，さらには企業（活動）

そのもの，あるいは広告コンセプト等々，さ

まざまなものについての位置付けを意味して

用いられる。同質化が進展する中で自社の位

置を明確にし，効果的かっ効率的なマーケ

ティグ活動を展開するための適切かっ必要な

作業である。

本論で取り上げるべきは，個々の製品レベルの

ポジショニングではない。公共図書館という組織

あるいは総体としてのサービスの位置付けであ

る。特に図書関連のサービスは，同じ製品を扱っ

ているだけに市場との類似化が生じやすいのかも

しれない。そして現に「貸出の市場化」として同

質化が進行しっっある。仮にこのようなポジショ

ニングであれば，「公共性」に対する疑念は増幅し

かねないことは再三論じてきた。だからこそ，ス

テークホルダーを意識したポジショニングを公共

図書館は選択すべきである。本論で定義した図書

館マーケティング概念を具体化していくたあの土

台を築く必要がある。マーケティングの実践とい

う課題はその先に存する。

2．公共図書館の戦略的ポジショニング

　図書館法第二条第一項では公共図書館の目的と

して教養，調査研究，レクリエーションが掲げら

れているのは周知のとおりである。さらに，近年

では地域の情報推進化拠点となるべきとの声も挙

がっている。また日本においては生涯学習施設と

して図書の貸出に焦点を合わせるといった明確な

使命が社会的に認められていると見なせなくもな

い。とはいえ現実には，図書以外の貸出サービス

や児童向けサービス，多文化サービス等々が挙げ

られるように，各種サービスが総花的に導入・計

画されていることは否定のしょうがない。加え

て，「貸出の市場化」に対する懸念が浮上し始めて

きている。

　これらはポジショニングの不確かさに起因する

と思われる。何を，誰に，どのように，という問

いは「すべての人にサービスを」という題目にか

き消されていく。確かに，使命としては崇高なも

のである。だが，各館の経営レベルにおいては，

明確なポジショニングなしに有益な効果は期待し

えない。加えて，すべてに対応しようとすること

は非効率さをもたらしかねない。さらに，ポジ

ショニングの不明瞭さは低い認知度および期待度

を生む。明瞭でないポジショニングに基づきプロ

モーションあるいはPR活動を進あたところで，

その存在価値が明確に伝わらないのは必然的な帰

結であろう。
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　確かに，このポジショニングの不確かさは，歴

史的要因からくるもの，あるいは内在的なものと

捉えることも可能だろう123）。しかし，本論では

マーケティング概念導入により一定程度解決しう

ると考える。つまり，効果的効率主義に基づき，

マーケティング実践のプロセスを開始させる段階

で，まずは自身の位置付けを明確：化することに

よって，最大の効果を発現させるという道筋が明

らかとなることを指す。

3．ニッチャー戦略

　図書館マーケティング論でもポジショニング戦

略の必要性について触れられることがある。例え

ば，E．JWoodらは，ポジショニングを“他者と

の比較を介して組織の強みと競争における現在の

位置付けを査定すること”と定義し，その重要性

を説いている124）。だが，他者との比較を行い，

サービスの評価を下すという姿勢は実際面におい

てはあまり確認しえない。他組織のベストプラク

ティスとの比較を介してサービスを改善してくこ

とを目的とするベンチマーキング手法導入は図書

館業界においてこれまでほとんど省みられること

はなかった125）。繰り返すが，市場との違いが鮮明

でなければ，「公共」という冠を付与されている意

義がない。「公共性」を強く打ち出したポジショニ

ングが肝要なのである。そこで，Kotlerの見解を

援用し，具体的なポジショニング戦略について以

下に提起したい。

　Kotlerによると，ポジショニング戦略には四つ

のタイプがあるという126）。すなわち，マーケット

リーダーの戦略，マーケットチャレンジャーの戦

略，マー・ケットフォロワーの戦略，マーケット

ニッチャーの戦略を指す。

a．マーケットリーダーの戦略

　最大シェア，最大利益，良好なイメージの保持

を市場目標とし，自社の関連市場でリーダーシッ

プを維持することを目的とする。基礎的な需要の

喚起，新規顧客の開拓，技術革新によりさらなる

需要の拡大を目指す。全体市場の拡大，現在のテ

リトリーの防衛収益性の高いマーケットシェア

増大を図る。

b．マーケットチャレンジャーの戦略

　マーケットリーダーに対し追走する位置にあ

る。市場シェアの拡大を市場目標とし，製品その

他のマーケティングミックス手段による差別化を

目指す。マーケットリーダーに対する攻撃，力の

劣る同規模企業に対する攻撃，中小企業に対する

攻撃を戦略目標とする。

c．マーケットフォロワーの戦略

　リーダーを追走する位置にあるが，攻撃を行う

ことはなく模倣し追従する。自社の生存利潤の確

保を第一義の市場目標とする。マーケットリー

ダーに倣い同様の価格と内容を提供していく戦略

をとる。

d．マーケットニッチャーの戦略

　利潤，イメージ向上を市場目標とし，ニッチ

（隙間）市場の中でリーダー型の戦略をとる。基本

は専門化することにある。特性として，利益が出

るだけの規模と購買力をもっこと，潜在成長力が

あること，大手企業が関心をもっていないこと，

当該ニッチに効果的に対応しうるスキルと資源を

保有していること，大手企業の参入を防止する力

を有すこと，が挙げられる。

　この論に従えば，公共図書館はニッチャー戦略

を採用すべきである。なぜなら，公共経済学の観

点から導き出された「市場の失敗」という問題意

識と合致するからである。つまり，資源配分メカ

ニズムとしての市場機構の欠落といった隙間の部

分こそを，積極的に公共サービスは埋めていくべ

きという考えを指す。この戦略的ポジショニング

により，公共図書館の社会的存在根拠をより鮮明

に社会に向けて訴えかけていくことが可能とな

る。市場とは異なるサービスをなしうるとの理解

を得，独自の評価をうることができる。

　Porterのいう“戦略の本質とは，自社を他社と

は違ったものにすること”との指摘は，公共図書

館サービスにもアナロジー化しえよう127）。ある

いは，別次元においては，対象顧客のターゲット

となるセグメントも明示化しえ，サービスの質を

より高めていく契機となりうる。

　このような戦略を選択することにより，「公共

性」に基づく対社会的価値の形成・表示・伝達・

一一@63　一



公共図書館へのマーケティング概念導入の意義：「公共性」に基づく外部環境適応の視座

実現が可能となる。つまり，公共図書館を取り巻

く顧客のみならず，ステークホルダーとの良好な

関係性の構築が可能となりうる。公共図書館にお

けるポジショニング戦略の意義は，“競合関係と

いうよりは，ポジショニングによって，他の図書

館や類縁組織との協力（ネットワーク関係）をい

かに築くか”というところに存するのである128）。

よりいえば，他組織とは異なる側面から公論形成

（公共圏）に寄与しうるサービス，コレクションの

提供・構築が現実のものとなる。

マーケティングミックスはその後に展開すべき

テーマと考えねばならない。換言すれば，マーケ

ティング実践の橋頭塁を築かねばならない。より

いえば，図書館業界を取り巻く環：境の分析，ス

テークホルダーの分析なしに，上述したポジショ

ニング戦略は現実のものとなりえない。概念レベ

ルから実践レベルへの掛け橋としての分析が不可

欠なのである。そこで，最終部である本節におい

ては，外部環境分析の枠組みを提示することを目

的とする。

C．競争分析の枠組み

　ここまでで，概念レベルでの図書館マーケティ

ング論の骨格を素描した。議論を簡単に再整理し

ておこう。

　まず，現今の公共図書館サービスは外部環境適

応に失敗していることを指摘した。それを受ける

形で，外部環境適応を目的とする経営機能の導入

の必要性を説いた。その機能がマーケティングで

ある。さらに，概念レベルでの図書館マーケティ

ングの要件として，「公共性」に基づいているこ

と，対顧客でなく対社会効果を第一義に据えるべ

きこと，具体的にはステークホルダーとの長期的

な関係性を築くこと，を示した。

　また，外部環：境適応の成功ひいては図書館マー

ケティング概念の根幹を成す「図書館の公共性」

概念を整理し，公共図書館が社会から期待される

役割は，社会的効率性という観点からは市場の失

敗を是正すること，社会的効果という観点からは

市民の公論形成に寄与していくこと，が挙げられ

ることを指摘した。

　次いで，このような社会的要請に対する図書館

側の最適解についてより具体的に述べた。つま

り，ステークホルダー・アプローチに立脚したポ

ジショニングを取るべきとの考えを指し，ニッ

チャー戦略を提示した。

　だが，前節までの議論はあくまで概念レベルで

の話ということに留意されたい。すなわち，上に

あげた図書館マーケティング概念，それにより導

き出しうるポジショニング戦略概念を，実践レベ

ルの議論へと移し変える必要があることを指す。

1．競争分析の意味

　1章において，マーケティングリサーチの枠組

みに沿い，顧客だけでなく競争の構造や競争相手

の分析を行うべきことは先述した。しかし，公共

図書館には市場でいう意味の競争は存在しない。

そのたあ，民間部門で応用されてきた分析をその

まま図書館調査に取り込むことには留保条件をつ

けねばならない。とはいえ，「貸出の市場化」を受

けて，書店との競争が起こっているのではないか

という声があがっているのも事実である。このよ

うな競合可能性は，「図書館の公共性」に対する疑

念と等しいことは繰り返し論じてきた。

　となれば，分析の焦点は，市場と対比させた場

合の図書館の位置付けを鮮明化することにおかね

ばならない。より具体的には，市場と実際に競合

しているのか否か，市場側からはどのように捉え

られているのか，ということに主眼をおくべきだ

ろう。なぜなら，その実際的あるいは心理的な競

合可能性の部分こそが，外部環境適応の失敗部分

あるいは失敗の遠因と見なしうるからである。外

部環境適応の失敗の実態を明示化することなし

に，それへの対処療法は描きえない。

　競争分析を行う意義は逆説的である。再度，競

争分析の定義を示せば，競争優位確立へ向けて，

当該業界の競争構造を把握し，かっ競争相手との

関係構図を明らかにすること，となる。つまり，

本来的に市場との競争は回避せねばならない公的

部門を対象とするにも関わらず，競争が生じてい

るとの仮定のもと分析を行うことを指す。さらに

いえば，競争が起こっていることを前提とする競
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争分析を行い，結果として競争が生じている部分

を同定，生じていない領域を確認していくのであ

る。つまり，競合ありか競合なしか，という観点

から公共図書館を取り巻く外部環境を探ること

で，失敗部分・遠因を明瞭とし，それへの対応を

提起することが狙いとなる。ただし，本節の目的

は，あくまで外部環：境適応の失敗つまりは市場と

競合しているのか否かという点を分析する際の枠

組みを提示する段までに留めたい。従って，実際

の調査結果等に関しては稿を改めて報告する。

2．競争要因

　競争分析は，外部環：境を理解する上で基礎的な

ものと考えられている129）。なぜなら，仮にポジ

ショニング戦略を策定していく場合，その競争状

態（図書館では外部環境の状態）を決定する要因

について把握しておかねばならないからである。

競争戦略論で著名なPorterによれば，それら競

争の要因は5つに集約できると説く130）。つまり，

既存競争業者間の敵対関係の強さ，新規参入の脅

威代替業者からの圧力，売り手の交渉力，買い

手の交渉力，を指す。この内，競争業者，新規参

入業者，代替業者は水平的競争要因として，供給

業者，消費者を含む買い手は垂直的競争要因とし

て分類しえる131）。この5っの競争要因はそれぞ

れ以下のようなことを意味する132）。

a．既存競争業者間の敵対関係の強さ

　競争業者の数，それらの業界に対する関わり合

いの程度，製品差別化の存在，撤退障壁などによ

り競争要因の強弱が決定する。競争業者の数が多

く，かっ企業問の格差が小さいほど完全競争の状

態に近づく（独占の裏返し）。特に，当該業界がい

くつかの競争業者にとって重要ならば競争は激し

さを増す。また，製品差別化が低ければ価格を軸

とした熾烈な競争が生じる。逆に高くなると直接

の競合関係は小さくなる。撤退障壁とはサンタコ

スト（埋没費用）の程度により決まるが，障壁が

高い場合，弱小の競争業者は当該業界からの退出

が自由とならない。そのため激烈な価格競争など

が起こる可能性がある。

b．新規参入の脅威

　新規参入業者が増すほどにパイの取り分が減少

していく。このような潜在的な競争業者が，実際

に当該業界に参入するか否かは参入障壁の程度に

より決定される。参入障壁は，規模の経済性およ

び経験効果（後発組織は不利），必要とされる投資

資本量（リスクの高さ），流通チャネルの排他性

（独自のチャネル開拓の困難さ），製品の差別化

（ブランドやイメージ構築の難しさ），政府の政策

（規制による参入障壁）などが挙げられる。

c．代替業者からの圧力

　代替的な製品・サービスを扱う業者。少なから

ず業界の収益性に影響を及ぼす。代替品の相対的

価格パフォーマンスがよければ当該業界の収益へ

の圧力は高まる。また，代替品への切り替えコス

ト，買い手の代替品に対する選好も競争要因とな

る。製品・サービスが代替的であるということ

は，需要も代替しうることを意味する。

d．売り手の交渉力

　売り手は，買い手に対して，価格・品質面で脅

しをかけることで交渉力を発揮しうる。供給業者

は，自身の業界が集約体制にある場合，相対的に

大きな力をもつ。それにより価格に影響が生じう

る。また多様な納入先に販売している場合，ある

特定の買い手集団は重要視されず，売り手市場と

なる。あるいは仕入先を変えるコストが高い場合

にも，その力は高まる。

e．買い手の交渉力

　消費者を含む買い手は，値下げを要求し，品

質・サービスの向上を要望し，業者を競い合わせ

る原動となる。買い手は次の環境にあるとき力を

増す。つまり，購買規模が売り党側の総取引量の

大部分を占める場合（交渉力の強さ），売り手を代

替しうる場合（買い手市場），川下統合を行い製品

の一部またはすべてを生産することが可能な場合

（売り手排除の脅威），買い手が十分な情報を持つ

場合（根拠ある要求力の増大）を指す。

　Porterは，これら5っの要因の強弱によって

各業界の構造が決定されるとし，さらに，競争相

手に比す優位なポジションを確保するという意味

での競争優位確立のたあの競争戦略を実際的に論
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じていく133）。ただし，ここで参考とするのは，上

に挙げた競争要因を捉える枠組みに関してであ

る。そこで次に，このPorterが提起したフレーム

ワークに修正を加え，公共図書館の文脈における

競争要因を仮想的に設定し，整理作業を行うこと

とする。

3．公共図書館を取り巻く5っの仮想的競争要

　　因

　Porterが提唱した5っの競争要因に修正の手

を入れ，公共図書館サービスに仮想的に当てはめ

てみたものが第5図である。図に基づき，当該業

界の構図を概観してみたい。

a．競争業者

　図書館内での競争要因を意味するが，公共図書

館という業界内において通常競争は存在しない。

逆に市場と対比させた場合，公的部門による独占

の状態にあるといえ，むしろ競争原理の導入が説

かれることもある。とはいえ，一般に各図書館間

には競争関係はなく，協力関係の確立が望ましい

とされる。だが，公共図書館内部での揺らぎは指

摘しうるかもしれない。つまり，電子図書館化，

有料データベース導入，複写問題成人サービス

重視対児童サービス重視などの対立を指す。

b．新規参入業者

　仮に公共図書館を情報提供サービス機関と見な

すならば，新規参入業者の代表格はインターネッ

トであろう。あるいは他の新たなメディアも考え

られる。その参入障壁はもろくもWebというテ

クノロジーによって撤廃されてしまった感があ

る。しかし，コレクションや司書の専門性を高く

評価しうるならば，依然として経験効果などの障

壁は保持可能ともいえる。ただし，不確実な要素

が強く，かっ図書館側の取組みも万全とはいえな

い現状を鑑みると，現時点で関係性を明らかにす

ることは難iしいo

c．代替業者

　経済学的に見て代替業者かどうかは判然としな

いが，一般には主たるアクターとして新刊書店が

挙げられるだろう。あるいは，類似の製品を扱っ

ているという意味で古書店・新古書店・貸本店も

考えられる。特に，この新刊書店等との関係が近

年，問題視されていることは再三にわたり触れて

きた。関係性には不確実な部分が多く，実態調

新規参入業者

インターネット等

新規参入の脅威

供給業者

カネ・人の供給：自治体・寄付者

モノの供給：作家・取次・書店　等

売り手の交渉力
競争業者

公共図書館内部でのゆらぎ

　　　s〈TiiliS

　　　wr

買い手の交渉力 買い手

写時的：利用者・住民

通時的：社会・人類

代替製品・サービスの脅威

代替業者

新刊書店・古書店・新古書店

社会教育・福祉施設　等

　　　　　　　　　　　第5図　公共図書館を取り巻く5っの仮想的競争要因
出典：Porter，　Michael　E．競争の戦略．新訂．土岐坤，中辻萬治，服部照夫訳，

　　18．127）を修正

ダイヤモンド社，1995，P．
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査・分析はほとんど行われていない。また，社会

教育・福祉機能という側面からすると，公民館や

他の社会教育施設，福祉施設とも代替的な関係に

あると見なせなくもない。

d．供給業者

　供給業者は機能面から2種に区分しうる。一つ

は，カネ・人の供給業者であり，自治体，寄付者，

ボランティアなどを指す。特に自治体は設置母体

という性質上，その交渉力はかなりの程度で高

い。つまり，資料費の多寡の決定権，経営の裁量

権も握られていることを意味する。ただし，その

関係性を実証した文献は見受けられない。二つ

は，モノの供給業者であり，作家，出版者，取次，

書店などを意味する。無論，建築・設備関連の供

給業者，システムの供給業者なども含まれてく

る。特に昨今では，供給業者としての出版流通業

界から「貸出の市場化」に対する疑念が湧出して

きている。また，図書館に対して，業務委託とい

う形で民間MARCや選書の代替機能をも提供し

ている業者も存在し，この意味での供給業者に

サービスが左右されている嫌いもある。

e．買い手

　共時的には利用者，住民が含まれる。前者の利

用者との関係については数多く調査がなされてき

た。さらにいえば，かなりの交渉力を発揮してい

ると捉えうる。つまり，利用者重視の経営体制と

して現出していること，リクエスト制度によりベ

ストセラー大量複本購入を可能としていることな

どを指す。利用者の顕在要求に図書館は左右され

ている。また，通時的には社会あるいは人類と表

現しうるだろう。理念的には唱えられることはあ

るものの，サービス面では強く意識されていな

い。なお，競争の構造は顧客側の選好によって決

定される部分も大きい134）。つまり，図書を有料で

買うことを好むか，無料で借りることを好むかと

いった点も図書館と書店との関係性に当然影響を

及ぼす。従って，消費者側の視点から競合可能性

を探ることも必要となる。

　以上が公共図書館を取り巻く5つの仮想的競

争要因である。この枠組みを用いることで，図書

館の外部環境を分析し，適応への実践を図ること

が可能となるかと思われる。ただし，早急に対応

すべきは現に外部環境適応に失敗している部分で

ある。すなわち，図書流通小売業界との競合可能

性に関してである。具体的には，代替業者に含ま

れる書店・古書店・新古書店・貸本店，モノの供

給業者に入る著述業者・出版者・取次・書店との

関係性を探る必要がある。前者は，代替業者と実

際に競合しているのか否かということについて，

後者は，市場との競合可能性に対する代替業者側

および供給業者側の認識について立証・明示化す

ることが肝要だろう。

　さらに重要なことは，これらの競争分析の対象

者が先に定義づけしたステークホルダーと等しい

ということである。つまり前者は，製品・サービ

スが代替的・補完的な関係にあるものとしてのス

テークホルダー，後者は，資料を提供する関係に

あるものとしてのステークホルダーと同義のこと

を指す。つまり，競争分析の枠組みに従い，ス

テークホルダーとの詳細な関係性を探っていくこ

とが緊急の課題となっているといえよう。
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